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１．総則 
 

 国土交通省大臣官房技術調査課監修の以下の図書（一般財団法人建設物価調査会発行）において、

次ページ以降の内容に読替えて建設局運用とする。 

 読替え部分はアンダーラインで示し、削除部分は＜削除＞＜一部削除＞と記載している。 

 

 〇国土交通省 土木工事標準積算基準書（共通編）   令和８年度版 

 〇国土交通省 土木工事標準積算基準書（河川・道路編）令和８年度版 

 〇国土交通省 土木工事標準積算基準書（電気通信編） 令和８年度版 

 〇国土交通省 土木工事標準積算基準書（機械編）   令和８年度版 

 

 適用期間は、令和８年８月１１日から令和９年８月１０日（次年度基準改正まで）とする。 
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２．共通編 
 

○第Ⅰ編 総則 第１章 総則 ①適用範囲等 

 

１ 適 用 範 囲 

 本土木工事標準積算基準書は，京都市の河川工事，砂防工事，ダム工事，道路工事等の土木工事を請負施工に付

する場合における工事費の積算に適用する。 

 ただし，この基準書によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては，適用除外とするこ

とができる。＜一部削除＞ 

 

２ 適 用 期 間 

 令和８年８月１１日から令和９年８月１０日（次年度基準改正まで）とする。 

 

３ 設計書の作成 

 設計書の作成にあたっては，目的とする工事を最も合理的に施工及び監督できるよう施工条件，施工管理，安全

施工等に十分留意し，工法歩掛及び単価等について調査研究を行い，明確に作成しなければならない。 

 

（Ⅰ-1-①-1） 

 

○第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算 ①直接工事費 

 １．材料費 （２）価格 

 

(２) 価 格 
価格は，原則として，入札時（設計図書に記載の適用年月）における市場価格とし，消費税等相当額は含ま

ないものとする。設計書に計上する材料の単位当りの価格を設計単価といい，設計単価は，物価資料等を参考

とし，買入価格，買入れに要する費用及び購入場所から現場までの運賃の合計額とするものとする。 
当初の支給品の価格決定については，官側において購入した資材を支給する場合，現場発生資材を官側にお

いて保管し再使用品として支給する場合とも，入札時における市場価格又は類似品価格とする。 

なお，設計単価は，設定単価，特別調査単価，物価資料（「建設物価」，「積算資料」をいう）掲載価格又は

見積りをもとに，原則として下記により決定するものとし，実勢の価格を反映するものとする。 
＜一部削除＞ 

１) 設定単価による場合 
(イ) 設定単価は，土木工事積算システムに登録する単価であり，別途「京都市土木積算システム設計単価」

として策定する。 
設定単価がある場合は，これを積算に用いる単価とする。 

２) 物価資料による場合 
(イ) １)の方法により難い場合は，単価の決定は,物価資料（「建設物価」，「積算資料」）に掲載されている実勢

価格を平均し，単価の有効桁の大きい方の桁を決定額の有効桁とする。ただし，大きい方の有効桁が３桁

未満のときは，決定額の有効桁は３桁とする。また，一方の資料にしか掲載のないものについては，その

価格とする。 
   なお，適用時期は毎月とする。 
  ＜例＞１）入力単価の有効桁数の大きい方を有効桁とする場合 
       建設物価 33,500 円（有効桁３桁）  積算資料 34,000 円（有効桁２桁） 
       平均額  33,750 円 
       決定額  33,700 円（有効桁３桁，４桁以降切り捨て） 
  ＜例＞２）入力単価の有効桁数が３桁未満のために３桁を有効桁とする場合 
       建設物価 560 円（有効桁２桁）  積算資料 570 円（有効桁２桁） 
       平均額  565 円 
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       決定額  565 円（最小有効桁３桁，４桁以降切り捨て） 
 (ロ) 公表価格として掲載されている資材価格は，メーカー等が一般に公表している販売希望価格であり，実

勢価格と異なるため，積算に用いる単価としない。 
ただし，公表価格で，割引率（額）の表示がある資材は，その割引率（額）を乗じた（減じた）価格を

積算に用いる単価とする。 
  ＜一部削除＞ 

３) １）及び２）により難い場合 
(イ) １)及び２)により難い場合は，特別調査単価によるものとする。 
(ロ) なお，１工事において調達価格（材料単価×使用数量）が 1,000 万円未満の場合，かつ１資材の材料単価

が 100 万円未満の場合は，見積りによって決定することも可能とする。 
また，見積りを採用する場合の手順は，次によるものとする。 

① 調達価格（材料価格×使用数量）が，1,000 万円未満であるか 1,000 万円以上であるかの判断をするた

めに発注担当課から参考見積りを原則３社以上に依頼し，見積り（1,000 万円未満，かつ１資材の材料単

価が 100 万円未満）又は特別調査（1,000 万円以上，又は１資材の材料単価が 100 万円以上）によるかの

判断を行うものとする。 
なお，同一工事の１資材に複数の規格がある場合については，その合計額で上記判断を行うものとする。 
＜一部削除＞ 

② 見積りを徴収する場合は，形状寸法，品質，規格，数量及び納入場所，見積り有効期限等の条件を必ず

提示し，発注担当課から見積依頼を行う。 
なお，見積価格は実勢取引価格であることを確認する。 

③ 正式見積りは，原則として３社以上から徴収する。 
④ 積算に用いる材料単価の決定方法は，異常値を除いた価格の平均価格とする。 
  ＜一部削除＞ 
 

（Ⅰ-2-①-1～2） 

 

○第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算 ①直接工事費 

 ２．歩掛 
 

２．歩 掛 

歩掛は，工事を施工するために必要な機械・労務・材料に係る費用とし，その算定は土木工事標準歩掛及び物価

資料によるものとする。 

土木工事標準歩掛にない歩掛や物価資料にない単価については，土木工事標準積算基準書（参考資料）により決

定する。 

＜一部削除＞ 

ただし，変更積算時は施工者より見積りを徴収し，妥当性を確認した上で採用する。 

なお，単価等については「１．材料費」，「３．労務費」及び「４．直接経費」によるものとする。 

 

（Ⅰ-2-①-2） 

 

○第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算 ①直接工事費 

 ５．諸雑費及び端数処理 （２）端数処理 

 

(２) 端数処理 
１) 1 次単価表の各構成要素の数量×単価＝金額は小数第３位を切捨てし，第２位とする。 

また，内訳書の各構成要素の数量×単価＝金額は１円未満を切捨てし，１円までとする。 

 

（Ⅰ-2-①-4） 
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○第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算 ②間接工事費 

 ２．共通仮設費 （２）算定方法 ６）管理費区分入力基準表 
 

６) 管理費区分入力基準表 

 管理費区分は，間接工事費算定にあたり，対象額・非対象額の区分を行うものである。 

 土木工事積算システムに入力する区分は，次表のとおりとする。 

 コード設定があるものは，該当コードを使用するものとし，やむを得ず単価を登録する場合は，次表より

採用する管理費区分を設定するものとする。 

 

 

管理費区分 概          要 

（空白） 上位の工事工種体系の管理費区分を適用する場合 
０ すべての間接費の対象とする場合 
１ 現場管理費・一般管理費のみ対象とする場合 

２ 
工場管理費・一般管理費のみ対象とし，間接労務費の対象にしない場合（鋼 
桁，門扉等の工場製作に関わる製作工数単価以外の費用） 

５ 一般管理費のみ対象にする場合 

７ 間接労務費，工場管理費，一般管理費のみ対象にする場合（製作工数に関わるもの） 
９ 全ての間接費の対象にしない場合 

Ｔ 処分費等の対象にする場合 

（Ⅰ-2-②-4） 

 

○第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算 ②間接工事費 

 ２．共通仮設費 ２－１ 共通仮設費の率分 （２）共通仮設費率の補正 

 ２）その他 

 

２) その他 

 災害の発生等により，本基準において想定している状況と実態が乖離している場合などについては，上記１）

のほか，必要に応じて実態等を踏まえた補正係数を設定することができるものとする。 

＜一部削除＞ 

 

（Ⅰ-2-②-8） 

 

○第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算 ②間接工事費 

 ２．共通仮設費 ２－６ 役務費 （２）役務費の積算 １）借地料 

 

１) 借地料 

土地の借上げを必要とする場合に計上するものとし，借地単価は次式により算定する。 

(イ) 宅地・宅地見込地及び農地 Ａ＝Ｂ×0.06÷12 

(ロ) 林地及びその他の土地 Ａ＝Ｂ×0.05÷12 

Ａ：借地単価（円／㎡／月） Ｂ：土地価格（円／㎡） 

※上記算定式は，京都市の公共事業施行に伴う損失補償基準第 24 条に係わる場合に適用する。 

 

（Ⅰ-2-②-31） 
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○第Ⅰ編 総則 第２章 工事費の積算 ②間接工事費 

 ３．現場管理費 （３）現場管理費率の補正 ３）その他 

 

３) その他 

 災害の発生等により，本基準において想定している状況と実態が乖離している場合などについては，上記１）

及び２）の他，必要に応じて実態等を踏まえた補正係数を設定することができるものとする。 

＜一部削除＞ 

 

（Ⅰ-2-②-42） 

 

○第Ⅰ編 総則 第３章 一般管理費等及び消費税相当額 ①一般管理費等 

 ４．一般管理費等率の補正 

 

４． 一般管理費等率の補正 

（１） 前払金支出割合の相違による取扱い 

前払金支出割合に関わらず補正は行わない。 

(２) 契約の保証に必要な費用の取扱い 

別表第２の補正値を加算したものを一般管理費等とする。 

(３) 支給品等の取扱い 

資材等を支給するときは，当該支給品費は一般管理費等算定の基礎となる工事原価に含めないものとする。 

(４) 自社製品の取扱い（プレテン桁，組立式橋梁，規格ゲート，標識等を製作専門メーカーに発注する場合）に

ついて 

自社製品であっても，他社製品と同様に一般管理費等の対象とする。 

 

別表第１                一 般 管 理 費 等 率 

（１） 一般管理費等率一覧表 

工 事 原 価 500 万円以下 500 万円を超え 30 億円以下 30 億円を超えるもの 

一般管理費等率 25.13％ 一般管理費等率算定式により算出された率 10.63％ 

(２) 算定式 

［一般管理費等率算定式］ 

Ｇp＝- 5.21826×LOG(Ｃp)＋60.08343（％） 

ただし，Ｇp：一般管理費等率（％） 

Ｃp：工事原価（円） 

（注）１．Ｇp の値は，小数第３位を四捨五入して第２位とする。 

        ２．対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 1)

率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)

間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 

 

＜一部削除＞ 

 

別表第２               契約保証に係る一般管理費等率の補正 

保 証 の 方 法 補正値(％) 

ケース１：発注者が金銭的保証を必要とする場合（工事請負契約書第４条を採用する場合)。 0.04 

ケース２：発注者が役務的保証を必要とする場合。 0.09 

ケース３：ケース１及び２以外の場合。 補正しない 

（注）＜一部削除＞ 

契約保証費を計上する場合は，原則として当初契約の積算に見込むものとする。 

 

（Ⅰ-3-①-2） 
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○第Ⅰ編 総則 第３章 一般管理費等及び消費税相当額 ①一般管理費等 

 ５．一般管理費等入力基準表 

 

５． 一般管理費等入力基準表 

 

前払金支出割合による補正 
前払金支出割合による補正係数（表５．１） 

補正のない場合は［０］又は無記入 

財団法人等による補正 
財団法人等に発注する場合 0.9 

その他は［０］又は無記入 

契約保証に係る補正 
契約保証に係る補正率（表５．２） 

補正のない場合は［０］又は無記入 

 

表５．１ 前払金支出割合による補正係数 

前払金支出割合 入力番号 

補正を行わない ① 

前払金対象外 ② 

 

表５．２ 契約保証に係る補正係数 

保証の方法 入力番号 

金銭的保証を必要とする場合 ① 

役務的保証を必要とする場合 ② 

上記以外の場合 ０又は無記入 

 

（Ⅰ-3-①-3） 

 

○第Ⅰ編 総則 第４章 随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費の調整 

 ① 随意契約方式により工事を発注する場合の共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の調整に

ついて 

 １ 随意契約方式により工事を発注する場合の調整等について 

 （２）追加工事の積算月は、当該追加工事の入札書（見積書）提出期限日の年月とし、現行時の落

札率（合意率）を考慮するものとする。 

＜削除＞ 

（Ⅰ-4-①-1） 

 

○第Ⅰ編 総則 第４章 随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費の調整 

 ① 随意契約方式により工事を発注する場合の共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の調整に

ついて 

 ２ 総価契約単価合意方式における調整計算の方法 

＜削除＞ 

（Ⅰ-4-①-1） 
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○第Ⅰ編 総則 第４章 随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費等の調整 

 ① 随意契約方式により工事を発注する場合の共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の調整に

ついて 

 ３ 総価契約単価合意方式以外における調整計算の方法 

 

２ 共通仮設費の調整計算の方法 

(１) 積上げ計算部分 

    実態に合わせ調整する。 

 

（２) 率計算部分 

現工事と当該追加工事で工種が異なる場合は，現工事と追加工事の共通仮設費対象額の合計額に対するそ

の主たる工種の共通仮設費率を適用する。 

 

（３) 調整計算の方法（率計算部分） 

現工事と当該追加工事の共通仮設費対象額を合算したもので率を算出し，各々の共通仮設費を求め，現工事

の共通仮設費を控除したものの範囲内とする。 

１) 調整の一般式は次のとおりとする。 

Ａ＝(Ｄ×γ1)－Ｂ×γ2 

Ａ：当該追加工事の共通仮設費（調整計算額） 

Ｂ：現工事の共通仮設費対象額 

Ｄ：合算工事の共通仮設費対象額 

γ1：Ｄに相当する主たる工種の共通仮設費率 

γ2：Ｂに相当する現工事の工種の共通仮設費率 

ただし，前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし，追加工事に関する共通仮設費

は計上しない。 

また，Ａと当該追加工事単独で積算された所要額とを比較し，安価な方を採用する。 

 

２) 施工地域を考慮した補正係数が適用されている場合の一般式は，次のとおりとする。 

なお，除雪工事で現場事務所，労働者宿舎，倉庫を貸与する場合の共通仮設費の調整計算も同様である。 

Ａ＝(Ｄ×β1)－Ｂ×β2 

Ａ：当該追加工事の共通仮設費（調整計算額） 

Ｂ：現工事の対象額 

Ｃ：当該追加工事の対象額 

Ｄ：合算工事の対象額 

β1＝β①・Ｓｒ①：Ｄに相当する主たる工種の補正後の共通仮設費率（％） 

なお，補正後の共通仮設費率の値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

β①：Ｄに相当する主たる工種の補正前の共通仮設費率 

ただし，現工事と追加工事の補正係数が異なる場合はＢとＣの加重平均による補正係数とする。 

 

 

 

Ｓｒ①：（Ｂ＋Ｃ）に相当する主たる工種の補正係数 

Ｓｒ②：Ｂに相当する現工事の工種の補正係数 

Ｓｒ③：Ｃに相当する当該追加工事の工種の補正係数 

なお，加重平均した補正係数値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

 

β2＝β②・Ｓｒ②：Ｂに相当する現工事の工種の補正後の共通仮設費率（％） 

なお，補正後の共通仮設費率の値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

β②：Ｂに相当する現工事の工種の補正前の共通仮設費率 

ただし，前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし，追加工事に関する共通仮設費

Ｂ×Ｓｒ②＋Ｃ×Ｓｒ③ 

Ｂ＋Ｃ 
Ｓｒ①＝ 
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は計上しない。 

また，Ａと当該追加工事単独で積算された所要額とを比較し，安価な方を採用する。 

 

（４） 現場環境改善費 

１) 積上げ計算部分 

実態に合わせ調整する。 

 

２) 調整計算の方法（率計算部分） 

（イ） 現工事及び追加工事とも現場環境改善費の対象工事の場合 

Ａ＝Ｄ×γ1－Ｂ×γ2 

Ａ：当該追加工事の現場環境改善費（調整計算額） 

Ｂ：現工事の現場環境改善費対象額 

Ｄ：合算工事の現場環境改善費対象額 

γ1：Ｄに相当する現場環境改善費率 

γ2：Ｂに相当する現工事の現場環境改善費率 

ただし，前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし，追加工事に関する現場環境改

善費は計上しない。 

また，Ａと当該追加工事単独で積算された所要額とを比較し，安価な方を採用する。 

（ロ） 追加工事のみが現場環境改善費の対象工事の場合 

追加工事の単独計算 

 

３ 現場管理費の調整計算の方法 

（１) 率計算部分 

現工事と当該追加工事で工種が異なる場合は，現工事と当該追加工事の純工事費の合計額に対するその主た

る工種（それぞれ純工事費の大きい方の工種）の現場管理費率を適用する。 

 

(２) 調整計算の方法（率計算部分） 

現工事と当該追加工事の純工事費を合算したもので率を算出し，各々の現場管理費を求め，現工事の現場管

理費を控除したものの範囲内とする。 

１) 調整の一般式は次のとおりとする。 

Ａ＝(Ｄ×β1)－Ｂ×β2 

Ａ：当該追加工事の現場管理費（調整計算額） 

Ｂ：現工事の純工事費 

Ｄ：合算工事の対象額 

β1：Ｄに相当する「主たる工種」の現場管理費率 

β2：Ｂに相当する現工事の工種の現場管理費率 

ただし，前記計算の場合にあって，Ａが負数になる場合は零額とみなし，当該追加工事に関する現場管

理費は計上しない。 

また，Ａと当該追加工事単独で積算された所要額とを比較し，安価な方を採用する。 

 

 ２) 補正率が適用されている場合の一般式は次のとおりとする。 

 （イ） 現工事に補正があり,追加工事に補正がない場合 

Ａ＝(Ｄ×β1＋Ｂ×γ１)－Ｂ×（β2＋γ１） 

γ1：現工事の現場管理費補正率 

 

 （ロ） 現工事に補正がなく,追加工事に補正がある場合 

Ａ＝(Ｄ×β1＋Ｃ×γ２)－Ｂ×β2 

Ｃ ：当該追加工事の調整後の純工事費 

γ2：当該追加工事の現場管理費補正率 
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 （ハ） 現工事及び当該追加工事に補正がある場合 

Ａ＝｛Ｄ×（β1＋γ３)｝－Ｂ×（β2＋γ１） 

γ3：Ｄに相当する現場管理費補正率 

Ｂ,Ｃに対するγ1,γ2 が各々異なる場合は純工事費による加重平均補正率をγ3 とする。 

ただし，前記計算の場合にあって，Ａが負数になる場合は零額とみなし，当該追加工事に関する現場管

理費は計上しない。 

また，Ａと当該追加工事単独で積算された所要額とを比較し，安価な方を採用する。 

 

 ３) 施工地域を考慮した補正係数が適用されている場合の一般式は次のとおりとする。 

Ａ＝(Ｄ×β1＋Ｃ×δ1)－Ｂ×β2 

Ａ：当該追加工事の現場管理費（調整計算額） 

Ｂ：現工事の純工事費 

Ｃ：当該追加工事の調整後の純工事費 

Ｄ：合算工事の対象額 

β1＝β①・Ｓｒ①：Ｄに相当する主たる工種の補正後の現場管理費率（％） 

なお，補正後の現場管理費率の値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

β①：Ｄに相当する主たる工種の補正前の現場管理費率 

ただし，現工事と追加工事の補正係数が異なる場合はＢとＣの加重平均による補正係数

とする。 

 

 

 

 

Ｓｒ①：（Ｂ＋Ｃ）に相当する主たる工種の補正係数 

Ｓｒ②：Ｂに相当する現工事の工種の補正係数 

Ｓｒ③：Ｃに相当する当該追加工事の工種の補正係数 

なお，加重平均した補正係数値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

β2＝β②・Ｓｒ②：Ｂに相当する現工事の工種の補正後の現場管理費率（％） 

なお，補正後の現場管理費率の値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

β②：Ｂに相当する現工事の工種の補正前の現場管理費率 

δ１：当該追加工事の現場管理費補正率（補正率が無い場合は０％とする。） 

ただし，前記計算の場合にあってＡが負数になる場合は零額とみなし，追加工事に関する現場管理費

は計上しない。 

また，Ａと当該追加工事単独で積算された所要額とを比較し，安価な方を採用する。 

 

４ 一般管理費等の調整計算の方法 

（１) 調整計算の方法 

現工事と当該追加工事の工事原価を合算したもので率を算出し，各々の一般管理費を求め，現工事の一般管

理費等を控除したものの範囲内とする。 

Ａ＝(Ｄ×α1×δ1)－Ｂ×α2×δ2＋Ｃ×β 

Ａ：当該追加工事の一般管理費等（調整計算額） 

Ｂ：現工事の工事原価（中止期間中の現場維持等の費用を含む） 

Ｃ：当該追加工事の調整後の工事原価 

Ｄ：合算工事の工事原価 

α1：Ｄに相当する一般管理費等率 

α2：Ｂに相当する現工事の一般管理費等率 

β：当該追加工事の契約保証に係る一般管理費等の補正値 

δ1：前払金支出割合による補正係数 

現工事と当該追加工事の前払金支出割合が異なる場合は，ＢとＣの加重平均による前払

金支出割合から求めた補正係数 

Ｂ×Ｓｒ②＋Ｃ×Ｓｒ③ 

Ｂ＋Ｃ 
Ｓｒ①＝ 
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δ2：現工事の前払金支出割合による補正係数 

一般管理費等率に当該補正係数を乗じて得た率は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

 

（Ⅰ-4-①-2～5） 

 

○第Ⅰ編 総則 第４章 随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費の調整 

 ① 随意契約方式により工事を発注する場合の共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の調整に

ついて 

 ４ 設計変更について 

＜削除＞ 

（Ⅰ-4-①-5） 
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○第Ⅰ編 総則 第４章 随意契約方式により工事を発注する場合の間接工事費等の調整 

 ② 旧基準で積算した工事に改正基準で積算した工事を追加する場合等の共通仮設費、現場管理費

及び一般管理費等の調整について（総価契約単価合意方式により工事を発注する場合を除く。） 

② 旧基準で積算した工事に改正基準で積算した工事を追加する場合等の共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等の

調整について＜一部削除＞ 

 

 

１ 共通仮設費の調整計算の一般式 

Ａ＝(Ｄ×γ1)－Ｂ×γ2 

Ａ：当該追加工事の共通仮設費 

Ｂ：現工事の共通仮設費対象額 

Ｄ：合算工事の共通仮設費対象額 

γ1：Ｄに相当する「主たる工種」の改正基準による共通仮設費率 

γ2：Ｂに相当する現工事の工種の改正基準による共通仮設費率 

なお，共通仮設費率の補正率もしくは補正係数が適用されている工事においては，「①随意契約方式により工事 

を発注する場合の共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等の調整について ２ 共通仮設費の調整計算の方法」

に準拠して計算するものとする。 

 

２ 現場管理費の調整計算の一般式 

Ａ＝（Ｄ×β1）－Ｂ×β2 

Ａ：当該追加工事の現場管理費 

Ｂ：現工事の純工事費 

Ｄ：合算工事の純工事費 

β1：Ｄに相当する「主たる工種」の改正基準による現場管理費率 

β2：Ｂに相当する現工事の工種の改正基準による現場管理費率 

なお，現場管理費率の補正率もしくは補正係数が適用されている工事においては，「①随意契約方式により工事

を発注する場合の共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等の調整について ３ 現場管理費の調整計算の方法」

に準拠して計算するものとする。 

 

３ 一般管理費等の調整計算の一般式 

Ａ＝(Ｄ×α1×δ1)－Ｂ×α2×δ2＋Ｃ×β 

Ａ：当該追加工事の一般管理費等 

Ｂ：現工事の工事原価（中止期間中の現場維持等の費用を含む） 

Ｃ：当該追加工事の調整後の工事原価 

Ｄ：合算工事の工事原価 

α1：Ｄに相当する改正基準による一般管理費等率 

α2：Ｂに相当する改正基準による一般管理費等率 

β：追加工事の契約保証に係る一般管理費等の補正値 

δ1：当該追加工事の前払金支出割合による補正係数 

δ2：現工事の前払金支出割合による補正係数 

一般管理費等率に当該補正係数を乗じて得た率は，小数点以下第 3 位を四捨五入して２位止めとする。 

 

（Ⅰ-4-②-1） 
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○第Ⅰ編 総則 第５章 数値基準等 ②数量総括表への条件明示 

 

② 設計図書への条件明示 

設計図書に記載する条件明示内容は原則として次のとおりとする。 

 

(１) 設計図書に記載する条件明示は，別表に示すとおりとする。 

   なお，指定施工に関するものは，適宜その旨を記載すること。 

 

(２) 別表記載内容に加え，必要に応じて特記仕様書，図面等に補足内容を記載し，契約条件として必要な条件

明示を行う。 

 

＜一部削除＞ 

 

(３) 別表以外の項目について，条件明示の必要が生じたときは下表を参考に工事内容等を勘案して適正に定め

るものと，指定施工に関するものについてはその旨を記載すること。 

記載すべき内容 記載すべきでない内容 

工事目的物に属する材質，規格等 

工事目的物の寸法等 

作業条件に関わる物（時間制約 等） 

受注者の任意施工に関わる部分 

（施工方法、仮設方法） 

検収不可能な物 

 

 

（Ⅰ-5-②-1） 

 

○第Ⅰ編 総則 第５章 数値基準 ②数量総括表への条件明示 

 別表の内 河川維持 塵芥処理工 

 

 種 別 細 別 規 格 
設計表示 

単位 
数位 備 考 

河川維持 塵芥処理工 散在塵芥収集  千㎡ 1 ただし 100 千㎡未満の場合は

0.1 千㎡ 

 

 

（Ⅰ-5-②-28） 

 

○第Ⅰ編 総則 第１１章 施工箇所が点在する工事の積算 

 ①施工箇所が点在する工事の積算について ３．単価協議 

 ＜削除＞ 

（Ⅰ-11-①-2） 

 

○第Ⅰ編 総則 第１３章 総価契約単価合意方式 

 ＜削除＞ 

（Ⅰ-13-①-1～4） 
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追加【京都市独自】 

○第Ⅰ編 総則 第１３章 設計変更 

第 13 章 設計変更 

 

１ 一般事項 

(１) 変更設計で数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。 

(２) 設計変更時における現場管理費率の補正については，工事区間の延長，工期の延長短縮等により当初計上し

た補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更により補正出来ることと

なった場合は設計変更の対象として処理するものとする。 

 

２ 設計変更における材料単価の取扱いについて 
(１) 工事増量の場合は，新単価（変更指示時点単価）により積算するものとする。 

ただし，現地の取合い等の都合により増量する場合は，旧単価（当初設計時点単価）により積算するものと

する。 

(２) 工事減量の場合は,その減量分に対する設計単価により積算するものとする。 

(３) 当初契約工種において，当初契約材料の規格・寸法のみが変更となった場合は旧単価（当初設計時点単価）

で積算する。 

(４) 新単価（変更指示時点単価）とした場合は，材料単価，労務単価，機械損料及び歩掛の全てを新単価（変更

設計時点単価）により積算するものとする。 

 

 

３ 変更請負額の算定 

 変更請負額は，次式により算定した額とする。 

   ＣＨＵ＝ＣＨＳ×請負率 

         （千円未満を切捨てる） 

 

   ここに 

     請負率： 
 ＣＭＵ 

 ＣＭＳ 
（小数第６位以下切捨） 

       ＣＨＵ：現工事の変更請負額 

       ＣＨＳ：現工事の変更設計額 

       ＣＭＵ：現工事の当初契約額 

       ＣＭＳ：現工事の当初設計額 

     ※ 変更設計工事価格に増減がない場合，変更請負工事価格は当初請負工事価格と同額とする。 

 

４ 追加工事の予定価格（請負額）の算定 
 現工事を施工している業者に追加工事を随意契約する場合の追加工事の予定価格は，前項を準用して算定する。 

 

（Ⅰ-13-①-1） 

 

○第Ⅱ編 共通工 第１章 土工 ②土工 ②-1土工 

 ４．施工単価入力基準表 （１０）土材料 

 

（9）土材料 

パッケージコード CB210550 施 工 単 位 m3 

（注）＜一部削除＞ 

土材料単価（Y-1613000）[円／m3]を単価登録すること。 

 

（Ⅱ-1-②-38） 
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３．河川編 
 

○第Ⅲ編 河川 第２章 河川維持工 ①堤防除草工 

 ４．施工パッケージ ４－５運搬（堤防除草） 表４．９ 

 

表４．９ 運搬（堤防除草） 積算条件区分一覧 

（積算単位：千 m2） 

運搬機械 梱包の有無 DID 区間の有無 運搬距離(片道) 

ダンプトラック（オンロード・

ディーゼル・通称 2t 積級） 

梱包有り 
無し （表 4.10） 

有り （表 4.11） 

梱包無し 
無し （表 4.10） 

有り （表 4.11） 

パッカー車 

（回転式・積載容量 8m3） 
- 

無し （表 4.12） 

有り （表 4.13） 

（注）１．上表は，河川堤防及び高水敷等の除草後の集積物の運搬の他，その施工に必要な全ての機械・労

務・材料費(損料等を含む)を含む。 

２．運搬機械におけるタイヤの損耗及び修理にかかる費用を含む。 

３．運搬機械はダンプトラックを標準とし，処分場等受入れ側の指定機械がパッカー車のみに限られ

る場合には，パッカー車を選定する。  

４．タイヤ損耗の「良好」，「普通」，「不良」にかかわらず適用出来る。 

５．運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

６．ＤＩＤ（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図による

ものとする。 

７．自動車専用道路を利用する場合は，別途考慮する。 

８．運搬距離が 40 ㎞を超える場合は，別途考慮する。 

９．集積物の処分費は，別途計上する。 

 

 

積算単位の読替え（Ⅲ-2-①-7） 

 

○第Ⅲ編 河川 第２章 河川維持工 ①堤防除草工 

 ５．施工単価入力基準表 （５）運搬（堤防除草） 

 

（５）運搬（堤防除草） 

パッケージコード CBJ320050 施 工 単 位 千 m2 

施 工 区 分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３ Ｊ４～Ｊ９ 

運搬機械 

①ダンプトラック（オンロード・ディ

ーゼル・通称２ｔ積級） 

②パッカー車（回転式・積載容量８m3） 

梱包の有無 

 

①梱包有り 

②梱包無し 

DID 区間の有無 

 

①無し 

②有り 

運搬距離（片道） 

 

（表 5.3～5.5） 

 

（注）１．Ｊ１条件で①，Ｊ２条件で①を選択した場合，Ｊ３条件で①を選択した場合はＪ４条件，②を選

択した場合はＪ５条件を選択し，運搬距離は表５．３より選択すること。 

２．Ｊ１条件で①，Ｊ２条件で②を選択した場合，Ｊ３条件で①を選択した場合はＪ６条件，②を選

択した場合はＪ７条件を選択し，運搬距離は表５．４より選択すること。 

３．Ｊ１条件で②を選択した場合は，Ｊ２条件は入力する必要はない。 

４．Ｊ１条件で②を選択した場合，Ｊ３条件で①を選択した場合はＪ８条件，②を選択した場合はＪ
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９条件を選択し，運搬距離は表５．５より選択すること。 

 

（Ⅲ-2-①-15） 

 

○第Ⅲ編 河川 第２章 河川維持工 ④塵芥処理工 ３．施工パッケージ 

３－１散在塵芥収集 （１）条件区分 表３．１ 

 

表３．１ 散在塵芥収集 積算条件区分一覧 

(積算単位：千 m2) 

作業区分 DID区間の有無 運搬距離 ダンプトラック持込み・貸与 

収集・集積・積込みのみ - - - 

収集・集積・積込み・運搬 
無し (表 3.2) 

(表 3.4) 
有り (表 3.3) 

運搬のみ 
無し (表 3.2) 

有り (表 3.3) 

（注）１．上表は，散在塵芥の収集・集積，現場内小運搬(30m 程度)，分別作業，運搬車への積込み，

積込まれた塵芥の処分場までの運搬等，その施工に必要な全ての機械・労務・材料費(損料を

含む)を含む。ただし，運搬のみの場合は，運搬車への積込みを別途計上する。 

２．運搬距離は片道であり，往路と復路が異なるときは，平均値とする。 

３．DID（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図によ

るものとする。 

４．自動車専用道路を利用する場合は，別途考慮する。 

５．集積物の処分費は，別途計上する。 

６．運搬機械におけるタイヤの損耗及び修理にかかる費用を含む 

７．タイヤ損耗の「良好」,「普通」,「不良」にかかわらず適用出来る。 

８．運搬距離が 60km を超える場合は，別途考慮する。 

９．空き缶，ペットボトル等の洗浄作業が必要な場合は，別途計上する。 

 

積算単位の読替え（Ⅲ-2-④-2） 

 

○第Ⅲ編 河川 第２章 河川維持工 ④塵芥処理工 

 ４．施工単価入力基準表 （１）散在塵芥収集 

 

（１）散在塵芥収集  

パッケージコード CBJ32071 施 工 単 位 千 m2 

施 工 区 分 入 力 条 件 

各 種 

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３～４ Ｊ５ 

作業区分 

 

 

①収集・集積・積込みのみ 

②収集・集積・積込み・運搬 

③運搬のみ 

DID 区間 

の有無 

 

 

①無し 

②有り 

運搬距離 

 

 

 

（表 4.1） 

（表 4.2） 

ダンプトラック 

持込・貸与 

 

 

①持込 

②貸与 

（注）１．Ｊ１条件で①を選択した場合はＪ２～Ｊ５条件は入力する必要はない。 

２．Ｊ２条件で①を選択した場合，Ｊ３条件を選択し，運搬距離は表 4.1 より選択すること。 

３．Ｊ２条件で②を選択した場合，Ｊ４条件を選択し，運搬距離は表 4.2 より選択すること。 

４．集積物の処分費は，別途計上する。 
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表４．１ 運搬距離 

Ｊ３（DID 区間：無し） 

運 搬 距 離（㎞） 
1.0  

以下 

2.0  

以下 

3.0  

以下 

4.5  

以下 

6.0  

以下 

7.5 

以下 

9.5 

以下 

12.0 

以下 

14.5 

以下 

17.5 

以下 

入 力 番 号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

運 搬 距 離（㎞） 
21.5 

以下 

26.5  

以下 

34.5  

以下 

46.0  

以下 

60.0  

以下 

入 力 番 号 ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ 

（注）運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

 

表４．２ 運搬距離 

Ｊ４（DID 区間：有り） 

運 搬 距 離（㎞） 
1.0  

以下 

2.0  

以下 

3.0  

以下 

4.0  

以下 

 5.5 

以下 

7.0  

以下 

8.5  

以下 

10.5 

以下 

13.0 

以下 

15.5 

以下 

入 力 番 号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

運 搬 距 離（㎞） 
18.5 

以下 

22.5 

以下 

27.0 

以下 

33.0 

以下 

42.0 

以下 

49.5 

以下 

60.0 

以下 

入 力 番 号 ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ 

（注）運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

 

（Ⅲ-2-④-9） 
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４．道路編 
 

読替え箇所なし。 
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５．電気通信編 
 

○第Ⅶ編 （電気通信編）積算 第１章 総則 ①適用範囲等 １適用範囲 

 

適用範囲 

 この基準書は，京都市の土木事業における電気通信設備を請負施工に付する場合における工事費の積算に適用する。 

 ただし，この基準書によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては，適用除外とすること

ができる。 

 

適用範囲の読替え（Ⅶ-1-1） 

 

○第Ⅷ編 （電気通信編）歩掛 第１章 一般事項 第１節 一般事項 ①一般事項 １通則 

 

１ 通  則 

 本歩掛は，京都市の土木事業における電気通信設備（共通設備，電気設備，通信設備，電子応用設備）の設置に係

る共通設備の施工積算に適用する。 

 ただし，官庁営繕に関する工事及びこの標準歩掛によることが著しく不適当又は困難であると認められる場合を除

く。 

 

適用範囲の読替え（Ⅷ-1-1） 
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６．機械編 
 

○第Ⅸ編 機械設備 第１章 一般共通 ②適用範囲 

 

② 適用範囲 

 この積算基準は，京都市の治水事業，道路事業等における水門設備，ゴム引布製起伏ゲート設備，揚排水ポンプ設

備，ダム施工機械設備，トンネル換気設備，トンネル非常用施設，消融雪設備，道路排水設備，共同溝付帯設備，駐

車場設備，車両重量計設備，車両計測設備，道路用昇降設備，ダム管理設備，遠方監視操作制御設備，河川浄化設備，

鋼製付属設備の製作据付工事に適用する。 

 

（Ⅸ-1-2） 

 

○第Ⅸ編 機械設備 第１章 一般共通 基準の解説 

 ６材料費等の価格等の取扱い （２）材料費等 

 

(2) 材料費等 

 材料費の価格については，原則として，入札時における市場価格とし，消費税相当分は含まないものとする。

設計書に計上する材料の単位当りの価格を設計単価といい，設計単価は物価資料等を参考とし，買取価格，買

入れに要する費用及び購入場所から現地までの運賃の合計額とするものとする。 

 支給品の価格決定については，官側において購入した資材を支給する場合，現場発生資材を官側において保

管し再使用品として支給する場合とも，設計時の類似品価格とする。 

 なお，設計単価は設定単価，特別調査単価，物価資料（「建設物価」，「積算資料」をいう。）掲載価格又は見

積りをもとに，原則として下記により決定するものとし，実勢の価格を反映するものとする。 

 標準歩掛のない労務工数については，見積りをもとに決定するものとする。 

1) 設定単価による場合 

a. 設定単価は，土木積算システムに登録する単価であり，別途「京都市土木積算システム設計単価」とし

て策定する。 

2) 物価資料による場合 

a. 1)の方法により難い場合は，単価の決定は，物価資料に掲載されている実勢価格の平均値を採用する。

ただし，一方の資料にしか掲載のないものについては，その価格とする。 

 なお，適用時期は毎月とする。 

b. 公表価格として掲載されている資材価格は，メーカ等が一般に公表している販売希望価格であり，実勢

価格と異なるため，積算に用いる単価としない。 

 ただし，公表価格で，割引率（額）の表示がある資材は，その割引率（額）を乗じた（減じた）価格を積

算に用いる単価とする。 

  ＜一部削除＞ 

3) １)及び２)により難い場合 

a. 1)及び 2)により難い場合は，特別調査単価によるものとする。 

b. 1)，2)及び 3)の方法により難い場合は， 1 工事において調達価格（材料単価×使用数量）が 1,000 万

円未満の場合，かつ 1 資材の材料単価が 100 万円未満の場合は，見積りによって決定することも可能とする。 

 また，見積りを採用する場合の手順は，次によるものとする。 

イ) 調達価格（材料単価×使用数量）が，1,000 万円未満であるか 1,000 万円以上であるかの判断をする

ために発注担当課から参考見積りを原則 3 社以上に依頼し，見積り（100 万円未満，かつ 1 資材の材料

単価が 100 万円未満）又は特別調査単価（1,000 万円以上，又は１資材の材料単価が 100 万円以上）に

よるかの判断を行うものとする。 

 なお，同一工事の１資材に複数の規格がある場合については，その合計額で上記判断を行うものとす

る。 

ロ) 見積りを徴収する場合は，形状寸法，品質，規格，数量及び納入場所，見積り有効期限等の条件を必
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ず提示し，事務所長から見積依頼を行う。 

 なお，見積価格は，実勢取引価格であることを確認する。 

ハ) 正式見積りは，原則として 3社以上から徴収する。 

  ＜一部削除＞ 

 

（Ⅸ-1-37～38） 

 

○第Ⅸ編 機械設備 第２０章 機械設備点検・整備業務 ①一般共通 １適用範囲 

 

１ 適 用 範 囲 

 この基準は，京都市の治水事業，道路事業等における機械設備のうち水門設備，揚排水ポンプ設備，トンネル換気

設備・非常用施設，消融雪設備，道路排水設備等の点検・整備費積算に適用する。 

 ここでいう点検・整備とは，点検要領等に基づいて，機械設備の装置・機器の回転数，寸法，温度，異音等を目視，

聴診，触診，計測・測定，管理運転等により異常，損傷の有無，点検要領等で定められている管理値との比較，分析
※を行い，点検表（記録）にとりまとめ，さらに今後の維持管理に資するための考察を行うものである。（※オイル等

の簡易的な分析等） 

 また，上記設備の点検と同時に行う小規模な修理や整備及び機能保持のための定期整備は，この基準によるものと

し，それ以外の修理や整備（ＯＨ等）及び改造に伴う部材，部品，機器単体品等の取替は，「第Ⅸ編 機械設備」の

第 1 章～19 章によるものとする。 

 なお，小規模な修理や整備及び機能保持のための定期整備とは，設備（又は施設）の機能保持のために定期的に，

又は点検結果に基づき実施する調整，給油脂，部品交換などの作業及びその整備記録作成までの一連の作業をいう。 

 

（Ⅸ-20-1） 

 

○第Ⅸ編 機械設備 第２０章 機械設備点検・整備業務 ①一般共通 

 ４点検・整備費の積算 ４－１点検・整備原価 （３）直接労務費 ３） 

 

3) 点検整備工の賃金は，京都市土木積算システム設計単価に定める機械設備据付工の日当り賃金とする。 

 普通作業員の賃金は，京都市土木積算システム設計単価を適用する。 

 

（Ⅸ-20-6） 
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○第Ⅸ編 機械設備 第２０章 機械設備点検・整備業務 ①一般共通 

 ４点検・整備費の積算 ４－１点検・整備原価 （５）共通仮設費 ５）派遣費 

 

5) 派遣費 

(イ) 派遣費については共通仮設費率に含まれていないので，点検整備工の旅行日における旅費，宿泊手当，宿泊

費，賃金，点検整備間接費を積上げるものとする。 

(ロ) 旅費，宿泊手当，宿泊費は「京都市旅費条例」に準じて積算する。 

(ハ) 賃金は，「3－1（3）直接労務費」によるものとする。 

(ニ) 点検整備間接費は，（賃金）×（点検整備間接費率）とし，点検整備間接費率は，表－20・5 のとおりとする。 

 

（Ⅸ-20-7） 

 

○第Ⅸ編 機械設備 第２０章 機械設備点検・整備業務 ①一般共通 

 ４点検・整備費の積算 ４－１点検・整備原価 （５）共通仮設費 ６）宿泊費 

 

6) 宿泊費 

宿泊費については，共通仮設費率に含まれていないので，現地での作業開始日から終了日までの作業期間におけ

る宿泊費を必要に応じて積上げるものとする。この場合の費用算定は，旅費，宿泊手当，宿泊費は「京都市旅費

条例」に準じて積算する。ただし宿泊費は直接労務費中の点検整備工にのみ計上し，公共工事設計労務単価を適

用する普通作業員等は，現地採用とし，計上しないものとする。 

 なお，宿泊費は現場管理費及び一般管理費等の算定の対象とする。 

 

（Ⅸ-20-7） 

 

○第Ⅸ編 機械設備 第２０章 機械設備点検・整備業務 ①一般共通 

 ４点検・整備費の積算 ４－３技術調査費 

 

４－３ 技術調査費 

 技術調査に従事する技術員の旅費，宿泊手当，宿泊費，賃金，間接費，一般管理費等の積算は次により積上げるも

のとする。 

(1)   旅費，宿泊手当，宿泊費は，「京都市旅費条例」に準じて積算する。 

(2)   技術員の賃金は，点検整備工の賃金に準ずるものとする。 

(3)   間接費は，「4－1（7）点検整備間接費」に準ずるものとする。 

(4)   一般管理費等は，「4－2 一般管理費等」に準ずるものとする。 

 

（Ⅸ-20-9） 

 

○第Ⅸ編 機械設備 第２１章 機械設備設計業務委託 ①一般共通 １適用範囲 

 

１ 適 用 範 囲 

 この積算基準は，京都市の治水事業，道路事業等における機械設備に係わる設計業務に適用するものとする。 

 

適用範囲の読替え（Ⅸ-21-1） 

 



22 

 

○第Ⅸ編 機械設備 第２１章 機械設備設計業務委託 ①一般共通 ４業務委託料の積算 

 ４－１建設コンサルタントに委託する場合 （２）各種構成要素の算定 ２）直接経費 

 

2） 直接経費 

直接経費は，３－１（２）の各項目について必要額を積算するものとし，旅費交通費については，「京都市旅費

条例」に準じて積算するものとする。 

３－１（２）の各項目以外の必要額については，その他原価として計上する。 

 

（Ⅸ-21-2） 

 

○第Ⅸ編 機械設備編 第２１章 機械設備設計業務委託 ①一般共通 ５設計変更の積算 

 

５ 設計変更の積算 

   変更請負額は，次式により算定した額とする。 

      ＣHU＝ＣHS×請負率 （千円未満を切り捨てる） 

      ここに 

        請負率：     （小数第 6 位以下切り捨て） 

 

               ＣHU：現業務の変更請負額 

               ＣHS：現業務の変更設計額 

               ＣMU：現業務の当初契約額 

               ＣMS：現業務の当初設計額 

   ※ 変更設計業務価格に増減がない場合，変更請負業務価格は当初請負業務価格と同額とする。 

 

（Ⅸ-21-3） 

 

  ＣMU  

  ＣMS 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事標準積算基準書                                                     E 
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土木工事標準積算基準書（参考資料）について 
 

１ 本書の性格と参考文献 

⑴  本書は、京都市建設局における「土木工事標準積算基準書」の運用に当たって、整合性を図る

ために統一するべき事項等をとりまとめたものである。 

従って、本書と異なった運用あるいは歩掛を適用したとしても、地域性等からその良否につい

ては一律に議論できるものではない。 

⑵ 本書は以下の図書を参考に建設局において必要な事項を抜粋し、建設局における独自基準及び

調査資料として運用する内容を掲載しているものである。 

  ア 「土木工事標準積算基準書（参考資料）」令和８年度（近畿地方整備局） 

  イ 「土木工事標準積算基準書（積算資料）」令和８年度（近畿地方整備局） 

  ウ その他国土交通省通達等 

 

２ 適用期間 

本書の適用期間は、令和８年８月１１日から令和９年８月１０日（次年度基準改正まで）とする。 

 

３ その他 

⑴ 本書は建設局における運用方法等を定めたものであり、建設局以外で適用する場合はその運用

に十分留意すること。 

⑵ 本書の内容について疑義のある場合は監理検査課と協議すること。 
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第２章 工事費の積算  

 

１．一般的事項  

 (1) 任意施工となる床掘、支保工足場等についての違算は原則として設計変更の対象とならない

ので、元設計で十分チェックしておくこと。 

 (2) 管理費区分の取扱いについて 

管理費区分の摘要については、土木工事標準積算基準書Ⅰ－２－②の記載事項のとおりとし、

記載されていない品目については、原則すべての間接費の対象とするが、判断に苦慮する材料

等については、監理検査課と協議するものとする。 

なお、ＳＴで設定されているものや、参考資料に記載のあるものは、それに従って積算する

ものとする。また、体系ツリーの中で設定されているものもあるので、体系ツリーに従って積

算するものとする。 

例：大型ボックスカルバートを桁等購入費に準ずるとして管理費区分「１」を適用することは

しない。 

(3) スクラップ控除について 

   工事で発生する鋼材等のスクラップ費用は、直接工事費においてマイナス計上とする。 

管理費区分は｢９（全ての間接費の対象にしない場合）｣に設定するものとし、 ｢Ｔ（処分費

等の対象にする場合）｣及び「０（すべての間接費の対象とする場合）」を適用しないこと。 

なお、設計書には、金抜き設計書でも控除費であることを識別できるよう、単価ではなく設

計内訳書の設計数量をマイナス計上するものとする。 

 

２．本 附 帯 工 事 （ただし、施工箇所点在を除く） 

これまで、同一箇所での工事を複数件に分け、これを一括し「複数件一括工事」として発注し

てきた設計図書について、令和4年10月27日付「建設局における「複数件一括工事」の見直しに

ついて」のとおり、設計図書は１つ（予算種別ごとに設計内訳書を作成）とする。経費調整の

計算方法は、第Ⅰ編第２章１４．本付帯工事（ただし、施工箇所点在を除く）における間接費

の計算例を参照すること。 

なお、比較的施工場所が近い建設局や他局発注の工事・業務委託（単価契約を含む）を入札等

の都合により、一括して入札・契約する取扱い（経費調整なし）は継続する。 
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３．概 略 発 注 方 式 

(1) 概略発注工は、「概略発注工を除く直接工事費」に対する率（％）で表され、その率（％）

は、設計内訳書における概略発注工の細別名称下段に明示する。 

(2) 直接工事費の構成イメージ 

 

 

 

(3) 概略発注工の金額は次式により算出する。 

Ｃｇ′＝Ｃｇ－Ｆ 

Ｃｇ＝Ｂ×Ｒ／１００ 

 Ｃｇ′：端数調整後の概略発注工の金額（円） 

 Ｃｇ ：端数調整前の概略発注工の金額（円） 

 Ｆ  ：直接工事費の総額を万円止めとするための控除額（万円未満の端数調整額） 

 Ｂ  ：概略発注工を除く直接工事費の合計額（円）※工場製作工を除く 

 Ｒ  ：概略発注工の率（％）※小数第1位止め（小数第２位以下を切捨て） 

(4) 概略発注工の率は次式により算出する。 

Ｒ＝Ａ／Ｂ×１００      Ａ ：概略発注工の直接工事費の合計額 
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４．運  搬  費  

 (1) 仮設材（鋼矢板、Ｈ鋼、覆工板、架設支保工基礎用鋼材（鋼矢板Ⅱ型）） 

    仮設材（鋼矢板、Ｈ形鋼）の運搬費の考え方について 

1) 仮設材（鋼矢板、Ｈ形鋼）の運搬については、下表のとおりとする。 

項 

 

目 

Case  １  ２ ３ ４ ５ 

 細 別  未撤去 未撤去 L1(撤去) L2(未撤去) L1(撤去) L2(未撤去) L1(撤去) L2(撤去) 

 区 分 
 

 

 

 

L1<ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1≧ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1<ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1≧ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1<ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1≧ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1<ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1≧ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1<ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L1≧ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L2<ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

L2≧ｽｸ 

ﾗｯﾌﾟ長 

往 路 × ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

復 路 × × × ○ × × × ○ × × × ○ × ○ 

 

 

2) 損料率で積算する仮設材の運搬について 

損料率で積算する仮設材については積上げ計上する。また、スクラップ控除する場合のスク

ラップ部分は発生場所(工事現場)からスクラップ工場（業者）までの運搬費を計上する。 

    ただし、損料率100％（全損、買取）となる場合及び鋼材以外の仮設材（足場など）は計上

   しない。 

(2) 建設機械の運搬について 

基礎工や土留工の施工で根入れ長、土質等により機種が異なる場合は、最大機種１台を計上

するものとするが、工程上・施工場所等により必要台数を計上しなければならないと判断され

る場合は、その限りではない。 

 

(3) 運搬基地 

    各種建設機械器具等の所在地は市役所本庁（河原町御池）とする。 

    ただし、特殊機械等〔基礎工事用機械、道路維持用機械、トンネル工事用機械、大型クレー

ン、仮設材（鋼矢板、Ｈ形鋼）、架設支保工基礎用鋼材及びその他特許機械等〕で運搬基地が

京都市では実態にそぐわないときは別途考慮する。この場合、その所在する都市の市役所を基

地とする。 

(4) その他 

     荷造費は原則として計上しない。ただし、特殊な機械については別途加算することができる。 

(5) 現場発生品を保管場所に運搬する場合の輸送費の積算について 

1) 現場発生品の運搬については、青ナンバーを標準として積算（基準書「第Ⅰ編第２章②間

接工事費２-２運搬費」参照）するものとする。 

L１ 切断 

未
撤
去
部
分 

撤
去
部
分 

L２ 

L１ 切断 

撤
去
部
分 

撤
去
部
分 

L２ 

Case１：当初より未撤去 

Case２：当初は撤去を考えていた 

    が、すべて未撤去 

Case３：当初から一部未撤去 

Case４：当初は撤去を考えていた 

    が、一部未撤去 

Case５：変更で切断撤去 
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ただし、防護柵、コンクリート２次製品等の現場発生品の運搬作業については、基準書

「第Ⅰ編第２章③現場発生品及び支給品運搬」による。また、河川・海岸工事において根固

めブロック等を運搬する場合については基準書「第Ⅲ編第１章①消波根固めブロック工」に

より積算するものとし、捨石等を運搬する場合は、実状に応じてダンプトラック運搬として

積算してよい。 

2) 積込、取卸費の積算については、鋼矢板、Ｈ型鋼、覆工板、防護柵、コンクリート２次製

品、鋼桁、門扉、ＰＣ桁、鋼管杭、根固ブロック及び捨石等に計上するものとする。 

  鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板等   … 「第Ⅰ編第２章②間接工事費２－２運搬費」参照 

  防護柵、コンクリート２次製品等… 「第Ⅰ編第２章③現場発生品及び支給品運搬」参照 

  鋼桁、門扉、ＰＣ桁、鋼管杭等 … 「第Ⅱ編第２章㉒現場取卸費」参照 

  根固ブロック等        … 「第Ⅲ編第１章①消波根固めブロック工」参照 

  捨石等            … 土工バックホウによるものとするが、これより難い

場合は別途考慮する。 

3) 上記1)2)の扱いは、材料保管場所より支給品を運搬させる場合についても準用するものと

する。 

4) 現場発生品の運搬については、発生又は支給する工種で計上する。 

(6) 橋梁用架設桁設備とは、架設桁、手延機、桁吊装置、ウィンチのことであり、共通仮設費率 

  に含まれるため、積上げ計上は行わないこと。 
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５．準  備  費  

(1) 立 木の取 得補償の 積算  

工 事 着 手時 の 伐開 、 除根 に つ いて は 共通 仮 設費 率 分 にて 計 上し て いる が 、 取得 補 償を

行 った 樹木に つい ては、 共通 仮設費 の準 備費に 別途 伐採費 を計 上する もの とする 。施 工

歩 掛に ついて は見 積り（ 取得 立木管 理台 帳・土 地取 得平面 図等 を提示 し、 見積り を徴 収

す る） によっ て決 定する もの とし、 設計 変更の 対象 とはし ない ものと する 。ただ し、 運

搬 及び 処分に 要す る費用 につ いては 、特 記仕様 書（ 個別工 事編 ）に記 載の うえ、 設計 変

更 の対 象とす る。 なお、 取得 補償を 行っ た立木 を処 分する 場合 は、 H13.6.29日付 国土交

通 省事務 連絡「 立木の取 得補償 に関す る取扱い の運用 につい て」によ るもの とする 。  

(2)  除雪費用 の計上に ついて  

1）除雪 費用の 計上の考 え方  

1．費用 につい ては共通 仮設費 の準備 費に積み 上げ計 上する こと。  

2. 費 用 に つ い て は 当 初 計 上 せ ず に 変 更 対 応 と す る こ と と し、 現 場 で の 施 工 実 績 調 査

を 行いそ の結果 を基に精 算変更 を行う こととす る。  

 

 （参考 ）  

 （現場 管理費 について ）  

  ○ 現 場 管 理 費 の 率 に は 除 雪 に か か る 費 用 は 含 ま れ て い な い 。 ま た 、 現 場 管 理 費 の 冬 季

補 正 に つ い て も 、 寒 冷 期 に 必 要 と な る 被 服 及 び 燃 料 費 等 を 計 上 し た も の で 、 除 雪 に

か か る 費 用 は 含 ん で は い な い 。 し か し 、 工 事 工 程 は 降 雨 （ 降 雪 ） 日 数 等 を 考 慮 し た

雨 休 率 を 用 い て 設 定 し て お り 、 一 般 的 な 冬 季 の 積 雪 に つ い て は 、 不 稼 働 の 日 数 を 考

慮 してい ると考 えられる ことか ら、除 雪費は計 上する 必要は ない。  

 （除雪 費の計 上につい て）  

  ○ 異 常 降 雪 に よ り 当 初 設 計 に お い て 想 定 し た 冬 季 の 雨 休 率 が 実 態 と 大 幅 に 乖 離 が 生 じ

て い る 様 な 場 合 （ 実 績 を 踏 ま え た 数 字 的 な バ ッ ク デ ー タ の 整 理 は 必 要 ） は 、 工 事 施

工 を 行 う た め に 必 要 な 除 雪 費 に つ い て は 、 除 雪 の 実 施 方 法 及 び 処 理 方 法 等 に つ い て

甲 乙協議 のうえ 、設計変 更の対 象とす ることは 妥当と 考えら れる。  

 （除雪 費の計 上方法に ついて ）  

  ○ 除 雪 に 用 い た 機 械 及 び 労 務 の 稼 働 時 間 等 の 実 績 を 踏 ま え 、 変 更 契 約 を 行 う こ と が 現

場 の実態 とも合 っている と考え られる 。  

 

６．安  全  費  

(1）  積算に ついて  

  「 土 木 請 負 工 事 必 携  道 路 工 事 保 安 施 設 設 置 基 準 （ 案 ） 」 に 記 載 さ れ て い る 保 安 施

設 につい ては、 共通仮設 費率に 含まれ るため積 上げ計 上はし ない。  

(2）  架空線 の防護 費用 につい て  

工事のためにやむを得ず架空線を防護する必要があり、本市が発注する請負工事で対応する

場合は、必要な費用を共通仮設費の安全費において積上げ計上すること。ただし、道路法第71

条第2項第一項に基づく監督処分等によって架空線設置会社の負担で対応する場合を除く。 

なお、架空線防護に要する費用については、架空線設置会社と調整を図って算定すること。 
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７．事業損失防止施設費  

（１）公害調査費（家屋調査費） 

  工事の施工に起因する地盤変動により、沿道家屋に影響を及ぼす恐れのある場合の事前・事 

後調査は、用地調査等業務費積算基準（国土交通省近畿地方整備局）（国近整用企第24号 平成

24年5月22日付用地部長通知  及び 一部改正）によるものとし、間接原価、一般管理費等込の業

務価格（税抜）を事業損失防止施設費で計上するものとする。また、それに要する旅費交通費の

算出は、設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）＜建設局運用＞

（令和８年度版 京都市建設局）によるものとする。 

   なお、土木積算システムにおいては、管理費区分「９」(すべての間接費の対象としない)を適

用することとする。 

 

８．役  務  費  

 （１）踏み荒し料 

  1) 歩道設置工事等で用地境界に構造物を施工する際、田畑、宅地の踏み荒しが必要な場合は、

  「土木工事標準積算基準書」第Ⅰ編総則・第２章工事費の積算・２－６役務費の1)借地料を計

 上するものとする。 

    なお、借地料は消費税対象外であるため、適用税率にて割り戻した額を計上するものとする。 

ただし、「貸付けに係る期間が1か月に満たない場合」及び「駐車場その他の施設の利用に

伴って土地が使用される場合」については、非課税とはならないので、適切に判断の上、借地

料を計上するものとする。 

貸付期間については、契約内容で判断するものとする。 

（参考）貸付期間の判断事例 

 ・実際の貸付期間は１か月以上ではあるが、契約期間が１か月未満・・・課税取引 

 ・実際の貸付期間は１か月以内ではあるが、契約期間が１か月以上・・・非課税取引 

  2) 踏み荒し幅は1.5ｍを標準とするが、工事規模・工事内容等により実情を勘案して定めるも

のとする。 

  3) 踏み荒し期間は、工事規模・工事内容等により実情を勘案して定めるものとする。 
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９．技術管理費  

 (１) 完成図の作成について 

    共通仕様書（第１編共通編１－１－21工事完成図、第３編土木工事共通編１－１－５数量の

算出）における完成図の作成について、以下のとおりとする。 

①  完成図とは、設計図書に従って作成された完成図面のことであり、出来形測量の結果、最 

  終的にできあがった図面のことである。 

②  完成図は当初設計（契約）図及び変更設計（契約）図に対応した図面について作成する。 

③  完成図及びその寸法には、出来形測量の結果を記載する。 

④  現地における完成状況は設計図面、実際の出来形、出来形寸法により完成図を作成（修

正）する。 

〔設計図面（変更設計図面を含む）をそのまま利用し、設計値のみを書き直しできるもの

 はトレース図等を作成しないが、引継ぎ又は管理のために出来形、出来形寸法とする必

 要がある場合等については、新たにトレース図を作成する。〕 

⑤  完成図は、表題欄の上に「完成図」と表示する。 

⑥  完成図の作成費用については、共通仮設費等（技術管理費）に含まれている。 

⑦  工期設定にあたり、完成図面作成に必要な期間（後片付け期間）を見込むものとする。 

（２）その他技術管理費として計上する項目 

    施工合理化調査、施工形態動向調査及び諸経費動向調査の実施を請負業者に行わせる場合は、

協力を仰ぎ、その旨当該工事の特記仕様書（個別工事編）に明記し、施工調査費として計上する。 

（３）マスコンクリートの温度応力解析について 

マスコンクリートの施工に伴う温度応力解析の費用については共通仮設費率に含まれていな

いため、施工業者より協議があれば、必要性を確認の上、設計変更の対象とすること。 

 また、費用については見積りによるものとし、技術管理費に積上げ計上すること。 

 

１０．現場管理費  

 （１）現場管理費に含まれる補償費について 

    工事請負契約書第31条を適用するにあたっては、その処理方針等について、あらかじめ監理検査課と協

議すること。 

 

１１．人口集中地区（ DID地区）に準ずる地区について  

   共通仮設費率及び現場管理費率の補正において「市街地」となる「人口集中地区（DID地区）

及びこれに準ずる地区」のうち「準ずる地区」とは、施工場所がDID地区に接していること、或

いは施工場所の一部がDID地区に含まれる場合とするので、適切な補正を行うこと。 

   なお、人口集中地区（DID地区）の範囲は、国土地理院や総務省統計局のホームページ、政府

刊行物「我が国の人口集中地区 人口集中地区別人口・境界図」等を用いて確認し、基準適用年

月時点の最新情報で適切な補正を行うこと。 

   ≪ＤＩＤ地区の確認に活用可能なホームページの紹介≫ 

＜総務省統計局＞政府統計の総合窓口「ｅ－Ｓｔａｔ」の「ｊＳＴＡＴ ＭＡＰ」 

 https://jstatmap.e-stat.go.jp/trialstart.html 

https://jstatmap.e-stat.go.jp/trialstart.html
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１２．主たる工種区分の運用  

   主たる工種については、システムの体系で設定しているが、主たる工種の選定に際しては、工

事内容により土木工事標準積算基準書第Ⅰ編第２章②間接工事費 表－１工種区分により適正に

積算するものとする。なお、運用においては以下を参考とするが、道路維持作業に係る工種区分

は全て道路維持とする。 

               河 川 維 持 修 繕 工 事 の 工 種 

工 事 の 分 類 工 種 区 分 摘  要 

 法留工、階段工等小規模構造

物の設置 
河 川 維 持       E 

 

 

 護岸、根固めの修繕、河状整

正、高水敷整正、旧樋門撤去※ 

A河 川 工 事       E 

※堤防開削を伴わないような

小規模な旧樋門撤去 

河川高潮対策区間は海岸工事

を摘要 

 水門、樋門、樋管、排水機場

等の河川工作物の修繕 
河川道路構造物 

機械設備、電気設備を除く 

河川高潮対策区間は海岸工事を

摘要 

 

A道 路 維 持 修 繕 並 び に 交 通 安 全 施 設 関 係                                                     E 

工 事 の 分 類 工 種 区 分 摘    要 

 道 路 反 射 鏡 道 路 維 持  

 落 下 防 止 網 設 置 〃  

 歩 道 設 置 道 路 改 良  

 路面切削（大規模） 舗     装  

 路面切削（小規模） 道 路 維 持  

 橋脚根固（河川内） 河 川 又 は 海 岸 
河川高潮対策区間は海岸工事を

摘要 

 歩 道 切 下 げ 道 路 維 持  

 堤 防 空 洞 注 入 河 川 維 持  

 

注） ＰＣ橋工事の工場製作桁（プレテンション桁）については、「河川・道路構造物工事」を適用

し、工場製作桁（プレキャストセグメント桁、プレビーム桁）については、「ＰＣ橋工事」を適用

する。 
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１３．本附帯工事（ただし、施工箇所点在を除く）における間接費の計算例  

 ⑴ 各種条件 

基準適用年度 令和６年度基準 

合算後の主たる工種 舗装工事 

施工地域等補正 大都市（２） 

間接費 本附帯合算の対象額より率分を算出 

 

⑵  算定表（当初設計書）（    ：内訳（１）視点の計算の流れ） 

 

【共通仮設費の按分】  

合算の対象額に合算で求めた率を乗じた合算

計上額（基準書に基づいてまるめた後）を各内

訳（単独の場合）の対象額で按分する。  

 

【現場管理費の按分】  

合算の対象額に合算で求めた率を乗じた合算

計上額（基準書に基づいてまるめた後）を各内

訳（単独の場合）の対象額で按分する。  

 

【一般管理費の按分】  

合算の対象額に合算で求めた率を乗じた合算

計上額（基準書に基づいてまるめた後）を各内

訳（単独の場合）の対象額で按分する。  

 



 

 

 

第３章  一般管理費等及び消費税等相当額 

 

 

 

 

 

   １．一般管理費等 ····················································· Ⅰ－３－１ 

 



Ⅰ－3－1 

第３章 一般管理費等及び消費税等相当額  

 

１．一般管理費等  

(1)  非対象 

用地調査等業務費積算基準（国土交通省近畿地方整備局）による家屋調査費等、管理費区

分｢９｣が設定されているものは非対象であるので注意すること。 

(2) 前払金 

1) 前払金の補正係数について、行財政局契約課による前払金取扱要綱の改正に伴い、前払

金の上限額（３億円）に制限がなくなり、補正が不要となったため、前払金の支出割合に

係わらず補正係数は1.00となる（補正なし）。 

 

参考に「京都市公共工事に係る前払金に関する規則による前払金取扱要綱」（R8.2.27改

正）及び「前払金の取扱について」（平成２９年４月２５日付監理検査課長通知）を別紙

に掲載する。 

 2) 翌債工事、ゼロ国債工事であっても前払金として請負代金の４割（本市公共工事に係る

低入札価格調査を経て契約を締結した場合は２割）を請負者が請求できる工事は補正を行

わない。 

3) 前払金の支出割合が設計変更により変わった場合でも、また低入札価格調査を経て締結

した契約により変わった場合でも、当初設計の考え方は変えない。 

 

(3) 契約保証 

 1) 契約保証については工事名等ではなく、予算科目の「節」によって保証の対象となるか

  を確認する。 

  (ｱ) 「節」が「委託料」等は、予定価格に係わらず契約保証の対象外。 

  (ｲ) 「節」が「工事請負費」の場合、次項2) (ｱ)の表のとおり。 

 2) 当初設計の取扱い 

  (ｱ) 補正値は、予定価格によって、下表のとおりとする。 

予定価格 補正値 (％) 保証の方法 

500万円未満 0.00 保証なし 

500万円以上 0.04 金銭的保証 

(ｲ) 特定建設工事共同企業体（ＪＶ）により競争を行わせる場合も、上表を適用する。

(ｳ) 予定価格が500万円以上の工事で、入札の結果請負額が500万円未満となった場合でも、

また低入札価格調査を経て締結した契約により契約保証金が増えた場合でも、補正値は変

更しない。 

 3) 設計変更の取扱い 

  (ｱ) 設計変更により工事原価が増減した場合でも、原則契約保証費は変更しない。（契約

保証費対象工事原価は、当初設計における一般管理費対象工事原価とする。） 

    また、予定価格が500万円未満から500万円以上（逆も同じ）となった場合でも、補正

値は変更しない。 
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  (ｲ) 工期を延長（短縮）したことによる契約保証費の変更は行わない。 

 4) 随意契約の取扱い（追加調整積算を行ったもの） 

  (ｱ) 追加工事の補正値は、現工事の補正値に関わらず、追加調整積算後の追加工事の予定

価格で判断する。 

  (ｲ) 追加工事の契約保証費対象工事原価は、追加調整積算に基づく追加工事の一般管理費

対象工事原価とする。 

  (ｳ) 追加工事を発注しても、現工事の契約保証費は変更しない。 

 5) その他 

   随意契約・同時発注契約共、設計変更の取扱いは“3) 設計変更の取扱い”に準ずる。 
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  第４章 随意契約方式、同時発注により工事を

発注する場合の諸経費の調整について 

 

 

 

 

 

     １．予定価格の調整 ············································· Ⅰ－４－ １ 

     ２．追加工事（随意契約、当初）で全ての間接費を調整する場合の 

調整例 ···················································· Ⅰ－４－ ５ 
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     ４．土木積算システムにおける調整方法及び 

設計書への条件明示について ································· Ⅰ－４－ ７ 
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第４章 随意契約方式、同時発注により工事を発注する場合

の諸経費の調整について  

 

１．予定価格の調整  

 ⑴ 追加工事の随意契約時における間接費調整の基本的事項 

  1) 地方自治法施行令第167条の２第１項第５号及び第６号を適用して随意契約方式にて工期を

重複して発注する工事については、調整を行うものとする。 

    ただし、ダム工事、トンネル工事等一体構造物（一体の構造物として完成後、機能を発揮す

るものに限る）を分割して発注する工事については、工期の重複に関係なく、新たに発注する

工事の発注時点での現工事及び発注済みの工事を対象にして、調整を行うものとする。 

  2) 他官公庁発注の工事との調整は行わない。 

    ただし、京都市上下水道局や京都市交通局等が発注する工事であっても、京都市建設局にお

ける「土木工事標準積算基準書」を適用する工事である場合は、この限りではない。 

  3) 積算体系が異なる場合（ex.建築工事と土木工事など）は、原則として調整は行わない。 

 ⑵ 請負率の取扱いについて 

現工事の請負率を追加工事の予定価格に乗じるかどうかについては、追加工事の主たる工種

（新土木工事積算大系におけるレベル２）が、現工事にあるかどうかを判断基準とする。原則と

して、追加工事の主たる工種が現工事にある場合は請負率を乗じ、ない場合は乗じない。 

     

調 整 フ ロ ー 図                                   E 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）後片付けの期間は、本書の第Ⅰ編第14章４．工期の算定（５）に定める日数を標準とする。 

 

 

異なる 
Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

同じ 

Ｎｏ 

異種 

注) 

Ｙｅｓ 一体構造物を分割して発注した工事か 

現工事の後片付けを除く工期と追加工

事の工期が重複するか 

随意契約方式での工事 

①  共通仮設費・現場管理費・ 

一般管理費等の調整を行う 

②一般管理費等の調整を

行う 

③原則として調整を行わ

ない 

現工事の後片付けを除く工期

と追加工事の工期は重複しな

いが工期は重複するかどうか 

工事種別は同種か異種か 

（基準書Ⅰ－4－①－１の工事種別が同じか） 

積算体系は同一か異なるか

（一般管理費等の算出基準

が同じかどうか） 

同種 
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 ⑶ 随契における工期重複の具体例（工事種別及び積算体系を同一とした場合） 

  1) １工事と調整する場合 

 

    ［Ｃａｓｅ１］ 

 

 

 

 

 

 

       ・すべての間接費を調整する（Ａ工事純工期とＢ工事工期が重複している） 

 

    ［Ｃａｓｅ２］ 

 

       ・一般管理費のみを調整する（工期は重複するが、Ａ工事純工期とＢ工事工期が重複

していない） 

 

    ［Ｃａｓｅ３］ 

 

       ・調整しない（工期が重複していない） 

Ａ工事 

Ｂ工事 

Ａ工事 

Ｂ工事 

Ａ工事 

Ｂ工事 
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  2) ２工事以上と調整する場合 

 

    ［Ｃａｓｅ４］ 

 

       ・すべての間接費を調整する（Ａ工事純工期とＣ工事工期が重複し、その中間にＢ工

事がある） 

 

    ［Ｃａｓｅ５］ 

 

       ・一般管理費等はＡ・Ｂ・Ｃ工事で調整する（Ｃ工事工期がＡ・Ｂ工事工期と重複し

ている） 

       ・共通仮設費、現場管理費はＢ工事とＣ工事で調整する（Ｃ工事工期がＢ工事純工期

と重複するが、Ａ工事純工期とは重複していない） 

 

    ［Ｃａｓｅ６］ 

  

       ・調整はＢ工事とＣ工事でする（Ｃ工事工期がＡ工事工期とは重複していないが、Ｂ

工事工期とは重複している） 

・  調整はすべての間接費とする（Ｂ工事とＣ工事がＣａｓｅ１と同様の取扱いとなる） 

Ａ工事 

Ｂ工事 

Ｃ工事 

Ａ工事 

Ｂ工事 

Ｃ工事 

Ａ工事 

Ｂ工事 

Ｃ工事 
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    ［Ｃａｓｅ７］ 

 

       ・調整はＢ工事とＣ工事でする（Ａ工事とＣ工事の工期が重複していないが、Ｂ工事

とＣ工事の工期が重複している） 

       ・調整は一般管理費等だけとする（Ｂ工事とＣ工事の工期は重複しているが、Ｂ工事

純工期とＣ工事工期が重複していない） 

 

    ［Ｃａｓｅ８］ 

 

       ・調整しない（工期が重複していない） 

 

 ⑷ 同時発注（複数件一括発注）工事の基本的事項 

  1) 契約担当課の判断で一括契約としたものは、間接費の調整積算を行わないものとする。 

Ａ工事 

Ｂ工事 

Ｃ工事 

Ａ工事 

Ｂ工事 

Ｃ工事 
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２．追加工事（随意契約、当初）で全ての間接費を調整する場合の調整例  

 ⑴ 各種条件 

基準適用年度 現工事及び追加工事共に令和４年度基準 

合算後の主たる工種 舗装工事 

施工地域等補正 大都市（２） 

工事数 現工事及び追加工事共に１件 

  

⑵  算定表（    ：追加工事視点の計算の流れ） 

 

  

変更時の金銭的保証による加算値

の率は当初の一般管理費等対象額

に乗じる。  

合算の対象額に合算で求めた率を乗じた金額から現工

事の率計上額（まるめ前の出し切り額）を控除する。

（各間接費共通）  



Ⅰ－4－6 

３．調整工事の変更を行う場合の間接費の計算について  

 
 ⑴ 追加工事（随意契約）を発注する場合の調整） 

  1) 追加工事の発注後、現工事の変更を行う場合 

   

   

  2) 現工事の変更後、追加工事の発注を行う場合 

 

現 工 事Ａ 

 変 更Ａ変 

追加工事Ｂ 

変 更Ｂ変 

追加調整：現工事Ａと合算(Ａ+Ｂ)し間接費

率を算出合、算の算出額から現

工事Ａの計上額を差し引く。 

    ：単独で現工事Ａから変更Ａ変を

作成する。 

    ：変更前の現工事Ａと合算 (Ａ +Ｂ

変)し間接費率を算出、合算の算

出額から現工事Ａの計上額を差

し引く。 

現 工 事Ａ 

    ：単独で現工事Ａの変更を行う。

（第１回    、第２回    ） 

 

追加調整：第１回変更後（追加工事Ｂ発注時

点）の現工事   と合算      

     し間接費率を算出、合算の算出額

から現工事   の計上額を差し引

く。 

 

    ：現工事Ａ 1変と合算(Ａ 1変+Ｂ変)し間

接費率を算出、合算の算出額から

現工事Ａ 1変の計上額を差し引く。 

第1回変更  

第２回変更 

追加工事Ｂ 

変 更Ｂ変 

Ａ+Ｂ 

Ａ 1変+Ｂ Ａ 1変 

Ａ 1変 Ａ 2変 

Ａ 1変 (Ａ 1変+Ｂ) 

Ａ 1変 

Ａ 2変 

Ａ 

Ａ 1変 
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４．土木積算システムにおける調整方法及び設計書への条件明示について  

 ⑴ 土木積算システムにおける調整方法について 

1) 追加工事（随意契約）の調整方法 

メニューバーの「機能」から「近接追加・その他調整」を選択し、以下のウィンドウを表示し、近接追加

調整を選択する。 

その他の操作方法の詳細については「Ｗｅｂ版積算システム利用の手引き」を参照すること。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 設計書読込 

調整区分に関わらず、上記ウィンドウのメニューから「設計書読込」クリックして調整対象の設計書を

読み込む。 

なお、追加工事（随意契約）の場合に読み込む設計書については、追加工事が当初又は変更時であるか

どうかに関わらず、追加工事発注時点の設計書を読み込む必要がある点に注意すること。 
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3) 間接費率補正 

以下の手順に従って補正条件を選択する。 

なお、変更設計書作成時には当初の主たる工種から変更できないことを踏まえ、上記ウィンドウの中段

下部に表示される合算後の主たる工種と一致するよう、間接費ウィンドウにおける単独工事での主たる工

種を必要に応じて任意設定しておくこと。 

また、一般管理費等における「前払金支出割合による補正係数」や「契約保証に係る補正率」等につい

ては、調整後の自設計書の工事費を踏まえて、メニューバーの「機能」から「率補正」を選択し、単独工

事と同様に個別の条件を設定すること。 

 

4) その他 

① 調整計算の検算 

土木積算システムの調整機能での対応できる場合であっても、別途エクセル等により調整計算の検

算を行うこと。 

 

⑵ 設計図書への条件明示について 

1) 追加工事（随意契約） ただし、全ての間接費を調整する場合 

・表紙及び「積算参考資料（間接費補正一覧）」の「調整区分」において、「近接追加調整」と表記する。 

 ただし、金抜き設計書においては、「積算参考資料（間接費補正一覧）」にのみ表記する。 

 



 

 

 

第５章  数値基準等 

 

 

 

 

 

     １．設計表示単位及び数位の取扱い ································· Ⅰ－５－１ 

２．数量計算要領 ················································· Ⅰ－５－１ 
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第５章 数値基準等 

 

１．設計表示単位及び数位の取扱い 

⑴ 設計表示単位及び数位は、｢土木工事標準積算基準書第Ⅰ編第５章数値基準｣によるものとする。 

 ⑵ 設計数量が設計表示数位に満たない場合及び、工事規模、工事内容等により、設計表示数位が

不適当と判断される場合（小規模工事等）は、有効数位第１位の数量を設計表示数位とする。 

 ⑶ 数値基準以外の種目について、設計表示単位及び数位を定める必要が生じたときは、工事規模、

工事内容及び数値基準等を勘案して適正に定めるものとする。 

⑷ 設計計上数量は、｢土木工事数量算出要領（案）｣により算出された数量を、設計表示数位に四

捨五入して求めるものとする。 

⑸ 設計表示単位及び数位の適用は、細別（新土木工事積算大系におけるレベル４）ごとを原則と

し、工種（同レベル２）・種別（同レベル３）は一式を原則とする。 

⑹ 数量計算は、｢土木工事数量算出要領（案）｣によるものとする。 

⑺ 帯状構造物等の延長の図示は、0.1ｍ単位で行うものとする。 

⑻ 契約数量は、設計計上数量とする。ただし、工事目的物以外で、指定仮設等数量明示が必要な

種目以外は一式として計上する。 

⑼ 設計表示単位及び数位は、設計図書に添付するものとする。（土質調査、測量業務関係等は除

く） 

⑽ 設計表示数位に満たない設計変更は契約変更の対象としないものとする。（前回契約数量を対

象） 

⑾ 単価契約には、設計表示単位及び数位を適用しない。 

⑿ 金抜設計書には、数量総括表は用いず、設計内訳書を用いる。 

 

 

２．数量計算要領 

⑴ ＣＡＤソフトによる数量計算方法について 

面積の計算については「土木工事数量算出要領（案）」によることとしているが、ＣＡＤソフ

トによる算出の協議があった場合は、承諾できるものとする。 

ただし、現在ＣＡＤソフトによる計算結果の確認（チェック）について定められたものがない

ため、計算内容を考慮のうえ適宜算出結果のチェックを行うものとする。 

⑵ 構造物の数量から控除しないもの 

歩道舗装（及び路盤）に一部重複（くい込む）する境界ブロック等基礎コンクリート（及び砕

石）については、舗装厚（及び路盤厚）全層にくい込むものを除き舗装（及び路盤）面積から控

除しないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考図）例 

舗装 

路盤 

控除しない部分 



 

 

 

第７章  土木請負工事の特許使用料 

の積算 

 

 

 

 

 

     １．積算の考え方 ················································· Ⅰ－７－１ 
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第７章 土木請負工事の特許使用料の積算 

 

１．  積算の考え方 

⑴ 特記仕様書（個別工事編） 

特記仕様書（個別工事編）で「○○○については□□□工法によるものとする。この工法については特

許権の対象である。」と記述する。 

 

⑵  特許料の扱い 

    特許料は予定価格に含ませて算出する。請負業者が特許権者であり、特許料が不要であって

も減額変更は行わない。 

 



 

 

 

 

第８章  時間的制約を受ける公共土木 

工事の積算 

 

 

 

 

 

     １．時間的制約を受ける公共土木工事の積算要領 ····················· Ⅰ－８－１ 
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第８章 時間的制約を受ける公共土木工事の積算  

 

１．時間的制約を受ける公共土木工事の積算要領  

１ 時間的に制約を受ける工事の設計労務単価の補正割増を行った場合は、特記仕様書（個別工事

編）において、工種・施工時間と合わせて別表―１を参考に条件明示を行うものとする。 

 ２ 工事着手後、関係機関から時間的制約条件を付された場合は、監督職員との協議事項とし、設

計変更等において適正に対処するものとする。 

  例）現道工事において所轄警察等から規制時間帯を9～17時（又は22時～6時）と時間的制約条件

(8時間)を付された場合は、休憩1時間を見込み、作業時間を7時間00分（時間的制約時間内の

規制に要する準備・片付け時間30分含む）とし補正割増計算＝1.14を摘要。ただし、資機材

の搬入、搬出にかかる時間が拘束時間に含まれる場合には、作業時間に該当することに留意

すること。 

 ３ 補正割増し係数は、内訳書又は単価表の計算条件の設定画面（積算システム）に次のように入

力する。 

  （例）① 作業時間が８時～17時までの時間帯の場合で時間的制約を著しく受ける場合 

     ② 作業時間が20時～６時までの時間帯の場合（21時～５時までの例） 

（基準書Ⅰ－８－①－２ 例－１の場合） 

     ③ 作業時間が18時～４時までの時間帯の場合（19時～３時までの例） 

（基準書Ⅰ－８－①－２ 例－２の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 交通誘導警備員については、時間的に制約を受ける工事の設計労務単価の補正割増は行わない。

 

 労務費調整係数(R) 超過時間(1) 労働時間(2) 規制(K) 

（例）① １．１４０ ０．０ ０．０ １ 

（例）② １．７１０ ０．０ ０．０ １ 

（例）③ １．６２８ ０．０ ０．０ １ 
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別表－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

明示項目 明  示  事  項 
 

工 程 関 係 ○施工時間が制限される場合は、その施工時間 

○他関係機関との協議結果により特定された条件が付され、当

該工事の工程に影響がある場合、その当該条件 

 例：現道上の工事においては、一日の作業終了後、一般交通

に供するものとする。 等 
 

公 害 関 係 ○工事に伴う公害防止のため、作業時間等に制限がある場合は

その条件 
 

安 全 対 策 関 係 ○交通安全施設等を指定する場合は、その内容 

○近接する工事で作業時間等に制限がある場合、その内容 



 

 

 

第９章  土木請負工事における現場環境 

改善費の積算 

 

 

 

 

 

     １．現場環境改善費の積算 ········································· Ⅰ－９－１ 
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第９章 土木請負工事における現場環境改善費 

の積算 

１．現場環境改善費の積算  

⑴ 土木請負工事における現場環境改善費の積算については、原則として全工事に適用するものとす

る。 

 

⑵ 現場環境改善の実施が困難であり、効果が期待出来ない場合に限り、対象外とすることが出来る。 

例①   屋外作業を伴わない場合 

例②   近接地の類似工事等の実績から『現場事務所を設けずに施工する』と想定した場合 

ただし、例②において契約後に受注者が現場事務所を設置した場合にも、現場条件が

変わらない限り、設計変更の対象とはしないため、現場環境改善の対象外と判断する際

には現場状況等を十分に勘案のうえ決定するものとする。 

また、例①及び例②に該当する場合においても、現場条件等を考慮し、必要と判断される場合は

計上する。 

 



 

 

 

第10章  工事における工期延長等に伴う 

          増加費用の積算 

 

 

 

 

 

     １．準拠する国土交通省通達 ······································ Ⅰ－１０－１ 

     ２．一時中止に伴わない工期延長の取扱い ·························· Ⅰ－１０－１ 

     ３．その他参考図書 ·············································· Ⅰ－１０－１ 

     ４．本省の基準適用に当たっての協議 ······························ Ⅰ－１０－１ 

     ５．準拠する国土交通省通達本文 ·································· Ⅰ－１０－２ 
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第 10 章 工事における工期の延長等に伴う増加費

用の積算  
 

１．準拠する国土交通省通達（通達本文は次ページ以降に掲載） 

 (1) 令和3年2月22日付け国官技第286号「「工事における工期の延長等に伴う増加費用の積

算方法」の改定について」 

 (2) 令和2年2月13日付け事務連絡「「工事における工期の延長等に伴う増加費用の積算方

法についての運用」について」 

 

２．一時中止に伴わない工期延長の取扱い 

 (1) 当初の設計図書において具体的な日数を見込んでいる工期延長については、本章の基

準を適用しない。 

 (2) 工期延長の日数に関わらず、原則として、標準積算による率計上は適用せず、該当す

る費目について積上げ計上を行うものとする。 

(3) 工期延長に伴う増加費用は、受注者の負担費用を示す書面（受注者から提示された明

細書や見積書等）に基づいて必要性や数量等を受発注者協議して算定するものとするも

のとし、増加費用についての変更契約は精算変更時に行うことを原則とする。 

 

３．その他参考図書  

 本章の基準の運用にあたっては、国土交通省近畿地方整備局が公表する「工事一時中止に係るガイド

ライン（案）」（令和 5 年 3 月）を参考とすること。 

 

４．本章の基準適用に当たっての協議   

工期延長に伴って本章の基準を適用する可能性のある案件が生じた場合は、その都度、本章の基準の

適用の適否について監理検査課と協議すること。 
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５．準拠する国土交通省通達本文 

 (1) 令和3年2月22日付け国官技第286号「「工事における工期の延長等に伴う増加費用の積

算方法」の改定について」 
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 (2) 令和2年2月13日付け事務連絡「「工事における工期の延長等に伴う増加費用の積算方

法についての運用」について」 

 



 

 

 

第11章  施工箇所が点在する工事の積算 

 

 

 

 

 

     １．施工箇所が点在する工事の積算方法について ···················· Ⅰ－１１－１ 
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第11章 施工箇所が点在する工事の積算 

 

１．施工箇所が点在する工事の積算について 

 

(1) 「土木工事標準積算基準書（共通編） 第Ⅰ編 第11章」及び「土木工事標準積算基準書（電

気通信編・機械編）第Ⅸ編 第１章」による「施工箇所が点在する工事の積算」の適用について

は、施行決定起案前に監理検査課を通じて契約課と事前協議を行ったうえで判断する。 

(2) 適用対象の判断については、土木工事標準積算基準書と以下の「発注工事イメージ」等を参

照の上で判断する。 

 

＜施工箇所が点在する工事の積算（イメージ①）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般管理費等の積算については、施工箇所毎に分けない積算と同様とする。 

 

(3) 施工箇所が点在する工事については、金抜き設計書では単価地区が非表示となるため箇所図

から単価地区を判定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

         第14章   そ の 他  

 

 

 

     １．植栽工事における割増積算 ·································· Ⅰ－１４－ １ 

     ２．労務単価関係 ············································· Ⅰ－１４－ ４ 

 

     ３．材料単価関係 ············································· Ⅰ－１４－１０ 

       別紙京都市土木積算システム設計単価における地域割 

及び掲載都市の取扱いについて ···· Ⅰ－１４－１４ 

       資材地区別単価地域割図 ···································· Ⅰ－１４－１６ 

     ４．工期の算定 ··············································· Ⅰ－１４－２１ 

     ５．設計変更における材料、労務単価等の取扱いについて ·········· Ⅰ－１４－２３ 

     ６．建設副産物の処分に係る費用の積算等について ················ Ⅰ－１４－２４ 

     ７．再生資材の使用について ···································· Ⅰ－１４－３０ 

     ８．業務委託料の計上について ·································· Ⅰ－１４－３１ 

     ９．標準歩掛等が適用できない場合の歩掛の決定方法等について ···· Ⅰ－１４－３２ 

     10．土木みどり事務所の「（単価契約）公共土木施設補修等工事及び業務委託」 

                における独自運用について ················ Ⅰ－１４－３３ 

     11．ＬＥＤ照明灯具等に係る間接費の取扱について ················ Ⅰ－１４－３４ 

     12．工事費の積算における電力量料金単価について ················ Ⅰ－１４－３５ 
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第14章 そ の 他 

 

１．植栽工事における割増積算 

 ⑴ 「植栽工事における割増積算について」（準拠する旧建設省通達） 

                                   建設省会発第532号 

        昭和５６年６月１日 

   京 都 市 長  殿 

                                 建設大臣官房会計課長 

 

植栽工事における割増積算について 

 

  植栽工事完了後の新植樹木等の枯損については，公共工事標準請負契約約款第37条（かし担保）

又は設計図書の定めにより請負者が新植樹木等の植替えを行うものとしているが，新植樹木等の枯

損は，通常の技術を持ってしても不可避の場合がある。このため，建設省所管補助事業（建設省住

宅局において主管する補助金等に係るもの(営繕工事)を除く。）に係る植栽工事については，下記

により植栽費に一定の割増率を乗じた費用（以下「植栽割増」という。）を積算し，植替え工事の

円滑を期すこととしたので遺憾のないよう措置されたく通知する。 

  なお，都道府県においては，貴管関係市町村（指定市を除く）にも周知されるようお願いする。 

 

記 

 

 １．対象とする工事 

  植栽割増の対象とする工事は，樹木又は地被植物（地表面を覆う目的をもって植栽される芝類，

笹類等の永年性植物）（以下「樹木等」という。）に係る植栽工事（他の工事に植栽工事を含める

場合を含む。）で，設計図書により枯損樹木等の植替えが義務付けされているものとする。 

  ただし，移植工事（植物材料の支給による工事を含む。）及び根廻工事については，植栽割増の

対象から除くものとする。 

 ２．積算方法 

  植栽割増の積算は，植栽に係る単価の設定に当って，植栽材料（樹木，芝生等の地被植物，支柱，

土壌改良剤，目土，雑品等）の材料費及び労務費（床堀，植付，小運搬，支柱立込み，敷均し，目

土散布等に要する労務費）について0.5％の割増を見込むものとし，当該単価で積算するものとする。 

 ３．植替えの対象とする樹木等 

  植栽割増を見込んだ樹木等が工事完成引渡し後１年以内に，植栽した時の状態で枯死又は形姿不

良（枯枝が樹冠部のおおむね３分の２以上になった場合又は通直な主幹を持つ樹木については，樹

高のおおむね３分の１以上の主幹が枯れた場合をいい，確実に同様の状態となるものを含む。）と

なった場合には，請負者は当初植栽した樹木等と同等又はそれ以上の規格のものに植替えるものと

する。 

 

 附 則  この通知は，昭和56年７月１日以降の契約について適用する。 
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 ⑵ 「植栽工事における割増積算について」の運用（準拠する旧建設省事務連絡） 
 

     事務連絡 

        昭和５６年７月２８日 

   京都市建設局 

建設管理課長  殿 

                                 建設大臣官房会計課長 

 

植栽工事における割増について 

 

  標記については，先般建設大臣官房技術参事官より通知のあった所ですが，近畿地方建設局別紙

のとおり運用することとしたので，参考に送付します。 

 

（別紙） 

  １ 植栽割増の対象となる工事は，次のとおりとする。 

   ⑴ 植樹工事 

   ⑵ 地被植物に係る植栽工事｛芝類（人工芝は除く），笹類，じゃのひげ等の植栽，芝付工等

の法面緑化工事。ただし，種子吹付工は除く。｝ 

   ⑶ 上記⑴～⑵の工事は，他の工事に含めて発注される場合も含む。 

   ⑷ 上記⑴～⑵に係る工事であっても，移植工事，根廻工事，樹木等を支給する工事及び樹木

等の発生材料を使用する工事等植物材料の購入を伴わない工事は，割増の対象とはしない。 

   ⑸ 土木営繕工事及び道路維持作業単価契約に係るものは割増の対象としない。 

 ２ 植栽割増の積算対象品目等は，次のとおりとする。 

⑴  材料費 

     当該植栽工事を施工するのに直接必要な材料の費用とし，具体的には次の例による。 

    （例） 

     樹木，地被植物｛芝類（人工芝は除く），笹類，じゃのひげ等｝，支柱材料，土壌改良剤，

肥料，目土，幹巻き材料，敷わら材料，目ぐし，雑品等とする。 

     なお，芝付工における表土，客土，樹木等以外の支給材（評価額），発生材は対象外とする。 

   ⑵  労務費 

     当該工事を施工するのに直接必要な労務費とする。 

⑶  機械経費 

     当該工事を施工するのに直接必要な機械の使用に要する経費とする。 

     なお，無償貸付機械がある場合，無償貸付機械の損料は対象とするが，評価額は対象外と

する。 

  ３ 植栽割増を行った場合，特記仕様書には次の例により必要事項を記載するものとする。 

    （例：省略） 

４ 干害，塩害，風水害等による枯損の扱い 

干害，塩害，風水害等に起因するものであっても立ち枯れの状態のものについては植替の対

象とするが，流失，折損，倒木による枯損は植替の対象とならない。 

５ 地被類の枯れの判断について 

地被類は樹木と異なり，施工状況によって枯が異なり，その判断は一律にはいかない。 

したがって，地被類の枯れの判断は，当該地被類が当該工事の目的に合致しているかどうか

を発注者が判断して行うものとする。 

６ 工事請負契約書第36条によるかし担保と設計図書で定める植栽義務(枯補償)の関係について 

植栽割増による植替義務は，通常の技術をもって施工しても不可避的なかし以外の原因によ

る枯損の復元費を植栽割増として扱っているものであり，請負者のかしを救済するものではな

い。 

したがって，例えば，かし担保期間が○年間である場合，植栽割増による植替義務は１年で

消滅するが，かし担保は○年間継続することとなる。 

 



Ⅰ－14－3 

７ 工事完成後（引渡し後）における管理義務について 

工事完成後引渡しを受けた後は，その所有者である発注者に善管義務がある。従って，善管

義務の範囲で発注者が管理を行うことになるが，請負者の自主努力による枯損防止のための維

持管理は従来どおりである。 

  ８ 植栽割増による植替えの請負者への通知等は別記様式により行うものとする。 

    （別記様式：省略） 

９ 植栽割増による積算については，通達本文どおり割増対象品目等に対して0.5％の割増を行

うものとし，間接工事費，一般管理費等の対象とする。 

  なお，電算処理については，別途通知する施工単価表により実施するものとする。 

10 この運用は，昭和５６年８月１日以降に現場説明を行う工事から適用する。 

 

 ⑶ その他の運用 

 割増対象の植栽工事に係る直接工事費が50万円以上の工事においては、設計書の鏡に表示さ

れる「樹木保険加入」適用欄を「要」と表示するものとし、現場説明時にも植樹保険に付すよ

う重ねて指導するものとする。（積算システム上では樹木保険と表示されるが植樹保険と読み

替えて運用する） 

 

 ⑷ 「植栽工事における割増積算について」の運用フロー図＜参考＞ 
 

 
以下のいずれかである（他の工事に含めて発注される場合も含む）。

・植樹工事 

・地被植物に係る植栽工事｛芝類（人工芝は除く）、笹類、

じゃのひげ等の植栽、芝付工等の法面緑化工事。ただし、種

子吹付工は除く。｝ 

植樹割増の対象外 

Yes 

No

No

以下のいずれかにも該当しない。 

・移植工事 

・根廻工事 

・樹木等を支給する工事 

・樹木等の発生材料を使用する工事等植物材料の購入を伴わ

ない工事 

植樹割増の対象となるため、 

・対象品目等（材料費、労務費及び機械経費）を 0.5%割り増す。 

・特記仕様書（個別工事編）で「植替え対象であること」を明記する。

Yes 

設計書鏡の「植樹保険加入」の欄に「要」を表示する。 設計書鏡の「植樹保険加入」の欄に「不要」を表示する。

割増対象の植栽工事に係る直接工事費が 50 万円以上である。
No

Yes 
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２．労務単価関係  
(1) 設計労務単価の取扱いについて 

  1) 適用期間 

    年度を２回に別けて決定する。 

     ・ 当初単価 ：適用期間は、８月11日～２月10日まで 

     ・ ２月単価 ：適用期間は、２月11日～翌年度当初単価適用まで 

    なお、材料単価の運用に合わせて年度内２回としているが、国土交通省が毎年行う公共工事

労務費調査等の結果に従って年１回改正することを基本としており、この間に賃金が大きく変

動した場合、適宜対応するものである。 

 

  2) 基準額の定義 

   ｲ) 基準額の構成は、基本給、諸手当、賞与、臨時給与等である。 

   ﾛ) 基準額は、昼間における労働時間８時間に対する賃金である。 

   ﾊ) 時間外手当等を算出する場合、基準額から賞与等を差し引いた賃金額（基本給）が割増の

対象となり、賃金額と基準額との比が基本給構成比（％）である。 

 

  3) 夜間工事の割増例 

   ｲ) 24時間2交替制を計画する場合の例について、「(2) 計算例１」に示す。 

   ﾛ) 施工時間を21時から6時とする場合の例について、「(3) 計算例２」に示す。 

   ※ 時間的制約を受ける公共土木工事の積算については、土木工事標準積算基準書第Ⅰ編総則

第８章（共通編Ⅰ―８－①、参考資料Ⅰ―８－１）による。 

 

  4) 時間外等割増の計算方法 

   ｲ) 割増賃金（円／時間） 

    ① 時間外割増し   ＝ １/８ ×（基準額）×（構成比）× 1.25 

    ② 深夜割増し    ＝ １/８ ×（基準額）×（構成比）× 0.25 

    ③ 深夜時間外割増し ＝ １/８ ×（基準額）×（構成比）× 1.50 

    ④ 休日割増し    ＝ １/８ ×（基準額）×（構成比）× 1.35 

    ⑤ 休日深夜割増し  ＝ １/８ ×（基準額）×（構成比）× 1.60 

   

     （注１）構成比（α）とは、基準額に占める「基本給部分＋割増の対象となる手当合計」

の割合であり、割増賃金対象比ともいう。 

     （注２）割増後の労務単価は小数第１位を四捨五入し１円単位とする。 

    

 

  5) 災害復旧などやむを得ず法定休日に作業が必要となった場合は、監理検査課と調整するこ

と。 
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(2) 計算例１：構成比を要する計算例（共通編Ⅰ－２－①－３［例－２］のケース） 

  1) 前提条件：24時間2交替制 

（1組当たりの作業時間＝8時間＋時間外3時間＝11時間） 

     

 

 

 

 

 

 

 

所定労働時間（8h+1h） 時間外 所定労働時間(8h+1h) 時間外 

   深夜  

8h 3ｈ 2h 6h 3h 

 

 

  2) 労務費調整係数 

    労務費調整係数＝(8×1＋3×1.25＋2×1＋6×1.25＋3×1.25)／(8＋3＋2＋6＋3) 

           ＝1.136（小数点以下第4位を四捨五入） 

 

3) 労務単価の調整計算例（交通誘導警備員Ｂの場合） 

労務単価（令和８年３月単価（京都単価）） 

労務単価 ＝15,000円（ただし、所定労働時間内8時間当たり） 

構成比α ＝0.907  

超過時間1＝所定時間外の超過労働時間(1)＝（3＋3）／2＝3.0 

超過時間2＝所定時間の内20～6時に係る労働時間(2)＝0 

※  超過時間2は、共通編Ⅰ－２－①－３［例－３］のように、やむを得ず通常勤務すべき

時間帯（８ｈ～１７ｈ）をはずして作業を計画する場合に割増しを加算する時間であ

るため、24時間2交替制の場合は0になる。 

 

補正後労務単価＝労務単価×労務構成比×労務調整係数＋（労務単価－労務単価×労務構成

比）×（1＋（0.5÷8）×超過時間2)×8÷（8+超過時間1) 

  ＝15,000×0.907×1.136＋(15,000－15,000×0.907)×(1＋0.0625×0) 

   ×8÷（8＋3) 

  ＝16,469.8254･･･ 

  ＝16,469.825（小数４位四捨五入の小数３位止め） 

      

労務単価端数処理 

＝16,469.825 

＝16,470（小数点以下四捨五入の整数止め） 

                   

      共通編Ⅰ－２－①－４「５．諸雑費及び端数処理」 

                 ＝16,470+0（諸雑費（まるめ）） 

＝16,470 

 

作業時間11時間当たりへと換算し数量を割り増すため別途「11／8」を乗じる必要あり 

 

勤務時間  

作業時間  
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数量割増後の労務単価＝補正後労務単価×11／8  

               ＝16,470×1.375 

                           ＝22,646.25 

               ＝22,650（有効数字４桁。５桁目以降切上げ） 

 

4) 労務単価の調整計算例（普通作業員の場合） 

労務単価（令和８年３月単価（京都単価）） 

労務単価 ＝24,400円（ただし、所定労働時間内8時間当たり） 

構成比α＝0.842 

超過時間1＝所定労働時間帯以外の時間＝（3＋3）／2＝3.0 

超過時間2＝所定時間の内20～6時に係る労働時間(2)＝0 

※  超過時間2は、共通編Ⅰ－２－①－３［例－３］のように、やむを得ず通常勤務すべき

時間帯（８ｈ～１７ｈ）をはずして作業を計画する場合に割増しを加算する時間であ

るため、24時間2交替制の場合は0になる。 

 

補正後労務単価＝労務単価×労務構成比×労務調整係数＋（労務単価－労務単価×労務構成

比）×（1＋（0.5÷8）×超過時間2）×8÷（8+超過時間1) 

  ＝24,400×0.842×1.136＋(24,400－24,400×0.842)×(1＋0.0625×0) 

   ×8÷（8＋3） 

  ＝26,142.6746･･･ 

  ＝26,142.675（小数４位四捨五入の小数３位止め） 

 

労務単価端数処理 

＝26,142.675 

＝26,143（小数点以下四捨五入の整数止め） 
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  5) 土木積算システムにおける労務費補正操作例１（交通誘導警備員Ｂの場合） 

積算体系ツリーから選択した細別「交通誘導警備員」については、以下のとおり操作を行 

う。 

 

ｲ)  設計内訳書内において、補正対象となる労務費でマウスを右クリックして属性変更（計

算条件）を選択し、開いたウィンドウ内において、「労務費調整係数」に補正係数を入力

し、「規制」を「０，空白：労務調整係数・超過時間の指定による割増し」とすることで、

下位の構成要素の区分に関わらず、労務単価（Ｒコードで計上されているものに限る）の

みを補正する（下図参照）。 

      また、24時間2交代制の場合においては上記計算で求めた「所定時間外の超過時間(1)」

及び「所定時間の内20～6時に係る労働時間(2)」の補正係数を入力する。（下図参照） 

      この操作により前項3)の「補正後労務単価」までの補正が反映される。 

 

 
 

ﾛ)  細別の１次単価表において、交通誘導警備員Ｂの単位が「人日」であることから補正

対象となる労務費の数量（下図の〇部）にカーソルを合わせてマウスをクリックし、作

業時間11時間当たりへと換算する。別途「11/8（1.375）小数４位四捨五入の小数３位止

め」を入力する。 

 

 

 

  

8 

8 



Ⅰ－14－8 

6) 土木積算システムにおける労務費補正操作例２（普通作業員等の場合） 

通常、積算体系ツリーから選択した細別が「交通誘導警備員」以外の場合においては、以下

のとおり操作を行う。 

 

≪積算基準におけるコードがＣＢ及びＷＢの場合 ただし、市場単価及び土木工事標準単価は除く≫ 

前ページの「5) 土木積算システムにおける労務費補正操作例１（交通誘導警備員Ｂの場合）」 

   と同様に操作する。ただし、数量の割増による補正は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7) 交通誘導警備員の配置時間に関する設計図書上の条件明示例 

24時間2交替制等により配置する場合は、特記仕様書において以下の下線部のように必要な条

件（各組の配置時間等）を明示するとともに、必要に応じ設計内訳書にも特記仕様書（個別工

事編）と関連付けた条件を明示すること。  

なお、交替要員を配置する場合は、配置する場所や人数、休憩時間の振分け等を適切に計画

したうえで必要となる交替要員の人数を設定すること。 

ｲ) 前述の「(2) 計算例１」の場合、かつ、交替要員無しの場合 

配置場所 
交通誘導警備員 

（1 日当りの編成人数） 
編成 

昼間・夜間・ 

24 時間の別 

交替要員 

の有無 

○○工区 
昼間（8:00～20:00）２人 

夜間（20:00～8:00）２人 
交通誘導警備員Ｂ ２人 ２４時間 無し 

 

ﾛ) 前述の「(2) 計算例１」の場合、かつ、交替要員有りの場合 

配置場所 
交通誘導警備員 

（1 日当りの編成人数） 
編成 

昼間・夜間・ 

24 時間の別 

交替要員 

の有無 

○○工区 
昼間（8:00～20:00）３人 交替要員１名含む 

夜間（20:00～8:00）３人 交替要員１名含む 
交通誘導警備員Ｂ ２人 ２４時間 有り 

 

 

  

2026 

2026 
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(3) 計算例２：構成比を要しない計算例 

  1) 前提条件：施工時間を21時から6時とする場合 

  2) 労務費調整係数 

土木工事標準積算基準書（共通編）Ⅰ－２－①－２の「３ (３) ３) (ロ)」における、「現

場条件により所定労働時間（実働時間８ｈ＋休息時間１ｈ）内で20ｈ～６ｈにかかる時間帯」

に該当するため、基準額に1.5 を乗ずる。 

 

  3) 労務単価の調整計算式 

計上労務単価＝Ｐ×1.5 

ただし、Ｐ＝基準額（公共工事設計労務単価、京都市土木積算システム設計単価等の単価）  

 

4) 労務単価の調整計算例（交通誘導警備員Ｂの場合） 

労務単価（令和８年３月単価（京都単価）） 

基準額Ｐ＝15,000円（所定労働時間内8時間当たり） 

補正後労務単価＝Ｐ×1.5 

＝15,000×1.5 

  ＝22,500円 

 

5) 労務単価の調整計算例（普通作業員の場合） 

労務単価（令和８年３月単価（京都単価）） 

基準額Ｐ＝24,400円（所定労働時間内8時間当たり） 

補正後労務単価＝Ｐ×1.5 

＝24,400×1.5 

  ＝36,600円 

 

6) 土木積算システムにおける労務費補正操作例 

設計内訳書内で補正対象となる細別（レベル４）や種別（レベル３）等でマウスを右クリッ

クして属性変更（計算条件）を選択し、開いたウィンドウ内（下図参照）において、「労務費

調整係数」に 1.500を入力し、「規制」を「１：基準日額一括割増し」とすることで、下位の

単価表等の構成を問わず労務単価（Ｒコードで計上されているものに限る）のみを1.5倍に補

正することできる。 

なお、「市場単価」及び「土木工事標準単価」については、（当該ウィンドウにおける設定

の有無に関わらず）それぞれの施工歩掛の条件入力において夜間作業に関する条件を選択しな

ければ夜間補正は適用されない。 
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３．材料単価関係  

 (1) 京都市土木積算システム設計単価に掲載している材料単価の運用は以下のとおりである。 

  1) 一般材料単価（Ａ） 

   ・年度を２回に分けて決定し、適用期間を以下のとおりとする。 

     当初単価 ： 適用期間は８月11日～２月10日まで 

     ２月単価 ： 適用期間は２月11日～８月10日（翌年度当初単価適用まで） 

   ・原則は「建設物価（以下、Ｗｅｂ建設物価を含む）」、「積算資料（以下、積算資料電子版

を含む）」、「土木コスト情報」及び「土木施工単価」（全てを含め、本書において以下

「物価資料」という。）から単価を設定するものとし、下表の号に掲載されている単価を採

用する。 

 

   

 

 

 

 

 ・国土交通省近畿地方整備局が毎月公表する「土木工事設計材料単価表」の単価を採用する場合の

年月の取扱いについては、上表の建設物価及び積算資料に準じる。 

 

  2) 主要資材単価（Ｂ） 

   ・鋼材、生コンクリート、アスファルト合材、軽油等の単価については、毎月単価として決定

し、適用期間を当月11日から翌月10日までとする。 

   ・原則は物価資料から単価を設定するものとし、単価使用年月と同月号に掲載されている単価

を採用する。 

 ・国土交通省近畿地方整備局が毎月公表する「土木工事設計材料単価表」の単価を採用する場合の

年月の取扱いについては、物価資料に準じ、単価使用年月と同月に公表された単価を採用する。 

  3) 掲載都市の取扱い 

    物価資料及び土木工事設計材料単価表の単価を採用する際の掲載都市の取扱いについては、別紙

「京都市土木積算システム設計単価等における地域割及び掲載都市の取扱いについて」のと

おりとする。 

  4) Ｚコードの単価構成について 

    Ｚコードで設定している資材単価については、すべて現場着単価とする。 

(2) ⑴以外の材料単価は、原則として以下のとおりとする。 

  1) 物価資料による 

    単価使用年月と同月号の物価資料（「土木コスト情報」及び「土木施工単価」については、

単価使用年月時点の最新号）に掲載されている単価を採用するものとする。 

    また、物価資料の単価を採用する際の掲載都市の取扱いについては、別紙「京都市土木積算シ

ステム設計単価等における地域割及び掲載都市の取扱いについて」のとおりとする。 

2)  国土交通省 土木工事標準積算基準書（各編）による。 

  3) 国土交通省等から通知される以下による。 

・土木工事標準積算基準書（積算資料）（近畿地方整備局） 

   ・土木工事標準歩掛参考資料（国土交通省） 

   ・ 設計材料単価（再生資材受入価格）（近畿地方整備局） 

策定時期 

掲載誌 

建設物価 

積算資料 

掲載誌 

土木コスト情報 

土木施工単価 

当初単価 

（８月単価） 
７月号 夏号 

２月単価 １月号 冬号 
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     処分費（アスファルト塊及びコンクリート塊等）については、以下の期間で適用とする。 

      ただし、建設発生土の処分費を除く。 

    ①年度上半期の設計材料単価（再生資材受入価格）適用期間 

 ８月１１日～２月１０日まで 

    ②年度下半期の設計材料単価（再生資材受入価格）適用期間 

      ２月１１日～８月１０日（翌年度上半期の設計材料単価（再生資材受入価格）適用まで） 

   

4) 特別調査による 

     ・ 「土木工事標準積算基準書第Ⅰ編第２章①-１．３」に示すもののほか、ゴム支承の単価に 

ついては、物価資料に単価の掲載がない場合は特別調査によるものとする。 

 

5) 見積りによる 

       見積りにより単価を決定する場合は、次によるものとする。ただし、見積徴収した資材の決

定単価と物価資料に掲載されている類似品の単価に明らかな乖離がある場合は、再度、見積徴

収する等、決定単価の確認を行うこと。 

    ｱ) 見積りを徴収する場合は、形状寸法、品質、規格、数量及び納入時期・場所等の条件を

掲示し見積り依頼を行う。 

    ｲ) 見積りは、原則として３社以上から徴収する。 

      また、決定方法は異常値を除いた価格の平均価格とする。３社以上とは、異常値の見積りを

含まないものとする。 

      異常値については、以下を参考に適切に判断するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｳ) 平均処理後の価格の有効桁については、平均価格を見積りのうちで大きいものの有効桁

を決定額の有効桁とし、表示単位以下は切捨てとする（例：有効桁が３桁の場合は、４桁

目以下を切捨て）。ただし、大きいものの有効桁が３桁未満のときは、決定額の有効桁を

３桁とする。 

 ｴ) 設計書の単価使用年月は、見積りの有効期限内とすること。 

 単価使用年月が見積りの有効期限外となる場合は、再度見積りを徴収すること。 

 

6) 物価資料における「公表価格」について 

   ｱ) 物価資料の公表価格は、割引を行い適用するものとする。 

（参考）異常値について 

例えば、３社の平均値と比較して、概ね±30％の範囲を外れる価格となる見積りは

異常値と考える。 

 

 例 Ａ社（75,000円）、Ｂ社（69,000円）、Ｃ社（36,000円）の判定 

①Ａ社・Ｂ社・Ｃ社の平均とそれぞれの価格を比較 

 （ 75,000＋ 69,000＋ 36,000）÷３  ＝  60,000 ⇒  42,000～ 78,000の範囲外

は異常値 

   ∴ Ａ社（75,000円）は正常値 

   ∴ Ｂ社（69,000円）は正常値 

   ∴ Ｃ社（36,000円）は異常値 

  Ａ、Ｂ、Ｃ社の見積りを判定すると、Ｃ社は異常値となり、正常値は２社（３社

未満）となるため、もう１社（Ｄ社）から見積りを徴収し、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ社で比

較を行う。 

 再度、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ社で異常値がないか検討し、正常値が3社以上確保できるま

でこの判定を続ける。 
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物価資料の表示単位の決め方の例 
  

建設物価 積算資料 平均処理 決定単価 有効桁 適 用 

101,700 103,000 102,350  102,300 4 ｲ)、ﾊ) 

10,504 11,413 10,958.5 10,958 5 ｲ)、ﾊ) 

68 67 67.5 67.5 3 ｲ)、ﾊ) 

－ 175.7 175.7 175.7 4 ﾛ) 

91（京都） 90（近畿） － 91 － 別紙１(2)  

 

管１本（５．５ｍ） １ｍに単位を変換する場合 

建設物価 単位変換 積算資料 単位変換 平均処理  決定単価  有効桁 適 用 

1,820 330.909･･･ 

→330.90 

2,080 378.181･･･ 

→378.18 

354.54 354 3 ﾆ)、ﾊ) 

 

   ｲ) 割引率（額）の表示があるものについては割引率（額）を採用し、単位は物価資料の表示

単位とし、表示単位以下は切り捨てるものとする。 

   ｳ) 割引率（額）表示のないものについては、「土木工事標準積算基準書（共通編）第Ⅰ編第

２章①１（２）３）」に基づき、見積り又は特別調査により単価を設定する。 

   ｴ) 表示方法が、公表価格と実勢価格になっている場合は、実勢価格を採用し、両方が公表価

格の場合は、「土木工事標準積算基準書（共通編）第Ⅰ編第２章①１（２）３）」に基づき、

見積又は特別調査により単価を設定する。 

 

  7) 類似資材の単価決定について 

    やむを得ず物価資料に掲載されている類似資材の単価を決定する場合は、次の方法による 

   ものとする。 

 

 

(3) 物価資料掲載単価の平均処理及び端数処理について 

1) 表示単位について 

ｲ) 物価資料の平均値を使用する場合は、次のとおり端数調整を行う。 

  ・「土木コスト情報」及び「土木施工単価」に掲載されている土木工事標準単価について

は小数点第１位四捨五入とする。 

  ・「土木コスト情報」及び「土木施工単価」に掲載されている土木工事市場単価について

は、両誌の掲載単価の有効桁を比較し、大きい方の有効桁を決定額の有効桁とし、有効

桁以下は切捨てとする。ただし、大きい方の有効桁が３桁未満の時は、決定額の有効桁

は３桁とし、有効桁以下は切捨てとする。 

  ・その他資材については有効桁未満を切捨てとする。なお、有効桁の取扱いについては、

以下ﾊ)及びﾎ)によるものとする。 

ﾛ) 一方の資料にしか掲載のない場合は、端数調整は行わない。 

ﾊ) 単価の有効桁については、建設物価及び積算資料は掲載単価の有効桁を比較し、大きい方

の有効桁を決定額の有効桁とする。ただし、大きい方の有効桁が３桁未満のときは、決定額

の有効桁は３桁とする。 

ﾆ)建設物価及び積算資料に掲載されている単位を変換して使用する場合は、２つの物価資料を

それぞれ単位換算（小数第３位を切捨て）した後の平均値とする。決定額の有効桁は、単位

換算前の有効桁にて上記ﾊ)を適用し判定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            [物価資料の価格] 
[類似品の設計価格]＝[類似品のメーカー等単価]× 
                        [物価資料と同規格のメーカー等価格] 
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  2) 大口・小口価格の扱いについて 

    特に明示のない場合以外、原則として大口価格を採用するものとする。 
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京都市土木積算システム設計単価等における地域割及び掲載都市の取扱いについて 

 

１ 地域割について 

単価の設定に当たり、京都市域をⅠ地区とⅡ地区に区分して運用する。 

Ⅰ地区：Ⅱ地区以外の京都市域 

Ⅱ地区：下表のとおり 

左京区 花脊地区、久多地区及び広河原地区  

右京区 京北地区 

※（詳細は次ページの「資材地区別単価地域割図」を参照） 

 
２ 京都市土木積算システム設計単価における物価資料及び土木工事設計材料単価表（国土交通省近畿

地方整備局）の掲載都市について 

(1) 物価資料（Ⅰ地区及びⅡ地区） 

ア 原則として同品種、同地区のものを比較し、平均価格を採用する。 

掲載都市の優先順位は、原則、以下の優先順位に従い、該当すれば採用する。ただし、Ⅱ地

区の一部の単価においては、「京都市土木積算システム設計単価」の「第６編 掲載都市の公

表」で公表している掲載都市を採用する。 

なお、「近畿」及び「全国」単位で掲載される単価については、「大阪」と同列として取り

扱うものとする。 

     ｱ） 「京都」 

     ｲ） 「大阪」 

  イ 掲載都市が異なる場合は、以下による。 

   (ｱ) 一方に「京都」があり、他方が「大阪」等の場合は「京都」を採用する。 

   (ｲ) 一方に掲載があり、他方に掲載がない場合は、掲載のある単価を採用する。 

 (2) 土木工事設計材料単価表（国土交通省近畿地方整備局） 

ア  「京都南部」又は「京都市①（左京区（花背・広河原・久多）、右京区（旧京北町）除

く）」の単価をⅠ地区に採用する。 

イ 「京都北部」又は「京都市②（左京区（花背・広河原・久多）、右京区（旧京北町））」の

単価をⅡ地区に採用する。 

 

３ ２以外の単価の掲載都市について 

(1)  物価資料（「建設物価」及び「積算資料」）（Ⅰ地区） 

ア 原則として同品種、同地区のものを比較し、平均価格を採用する。 

掲載都市の優先順位は、原則、以下の優先順位に従い、該当すれば採用する。 

なお、「近畿」及び「全国」単位で掲載される単価については、「大阪」と同列として取り

扱うものとする。 

     ｱ） 「京都」 

     ｲ） 「大阪」   

イ 掲載都市が異なる場合は、以下による。 

   (ｱ) 一方に「京都」があり、他方が「大阪」等の場合は「京都」を採用する。 

   (ｲ) 一方に掲載があり、他方に掲載がない場合は、掲載のある単価を採用する。 

別 紙 別 紙 
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(2) 物価資料（「建設物価」及び「積算資料」）（Ⅱ地区）

ア 原則として同品種、同地区のものを比較し、平均価格を採用する。

掲載都市の優先順位は、原則、以下の優先順位に従い、該当すれば採用する。

なお、「近畿」及び「全国」単位で掲載される単価については、「大阪」と同列として取り

扱うものとする。

ｱ） 「旧京北町の価格である京都」

ｲ） 「福知山」

ｳ） 「京都（旧京北町が除かれていない京都）」

ｴ） 「大阪」

イ 掲載都市が異なる場合は、以下による。

(ｱ) 一方に「旧京北町の価格である京都」があり、他方が「福知山」等の場合は「旧京北町

の価格である京都」を採用する。 

(ｲ) 一方に「福知山」があり、他方が「京都（旧京北町が除かれていない京都）」等の場合

は「福知山」を採用する。

(ｳ) 一方に「京都（旧京北町が除かれていない京都）」があり、他方が「大阪」等の場合

は「京都（旧京北町が除かれていない京都）」を採用する。

(ｴ) 一方に掲載があり、他方に掲載がない場合は、掲載のある単価を採用する。

(3) 物価資料（「土木コスト情報」及び「土木施工単価」）（Ⅰ地区及びⅡ地区）

ア 原則として同品種、同地区のものを比較し、平均価格を採用する。

掲載都市の優先順位は、原則、以下の優先順位に従い、該当すれば採用する。

なお、「近畿」及び「全国」単位で掲載される単価については、「大阪」と同列として取り

扱うものとする。

ｱ） 「京都」

ｲ） 「大阪」

イ 掲載都市が異なる場合は、以下による。

(ｱ) 一方に「京都」があり、他方が「大阪」等の場合は「京都」を採用する。

(ｲ) 一方に掲載があり、他方に掲載がない場合は、掲載のある単価を採用する。
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Ⅰ地区 

Ⅱ地区 

資 材 地 区 別 単 価 
地 域 割 図 
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(4) 夜間単価について 

  1) 夜間作業 

所定労働時間帯（６時～20時）を超えて、時間外及び深夜に至る作業 

2) 夜間単価の設定 

ｱ) アスファルト合材 

 ・ 夜間工事で使用するアスファルト合材は夜間割増をすること。 

 ・ 土木積算システム設計単価に記載のアスファルト合材で、「夜間」の表示がないアスフ

ァルト合材は昼間単価である。 

夜間単価を設定する場合は、夜間割増（Z301600080 アスファルト合材（夜間割増)、又

はZ301600082 再生アスファルト合材（夜間割増)）の単価を割り増しし、各種単価として

単価登録を行うこと。 

・ 土木積算システム設計単価に記載のないアスファルト合材（カラーアスファルト舗装等

の特殊舗装 )については、土木積算システム設計単価で設定している夜間割増の単価を使

用しないこと。特殊舗装の夜間割増の単価は、(2)-3) 特別調査、又は(2)- 4)見積りによ

ること。 

ｲ) 生コンクリート 

 ・ 夜間工事で使用する生コンクリートは夜間割増をすること。 

 ・ 土木積算システム設計単価に記載の生コンクリートはすべて昼間単価であり、夜間割増

の単価の設定はしていない。 

 ・ 擁壁工等の施工単価の条件選択時に、「生コンクリートの夜間割増の有無」の設問があ

り、夜間工事の場合は「有」を選択すること。生コンクリート夜間割増額の登録（条件入

力）画面が表示されるので、夜間割増額を単価登録すること。 

  ・ 生コンクリートの夜間割増の単価は、(2)-3) 特別調査、又は(2)- 4)見積りによること。 

   ｳ) その他の資材 

    ・ その他の資材で、夜間出荷の単価を考慮する必要がある場合は夜間単価を使用すること。 

 

(5) その他 

   1) 設計単価について 

    材料の設計単価は、「消費税を含まない単価」を用いる。 

 

  2) 同一工事の１資材に複数の規格がある場合について 

土木工事標準積算基準書第Ⅰ編総則第２章に記載する本項目については次の例を参考とする

こと。 

 

例）ボックスカルバート（1,700×1,500×2,000）とボックスカルバート（1,700×1,500×

2,200）を計上する場合に、両資材の調達価格（材料価格×使用数量）の合計額が1,000万

円以上の場合は特別調査の対象とする。 

   

  3) 施工パッケージ基準代表単価（東京単価）について 

    東京単価については、国土交通省国土技術政策総合研究所（国総研）が公表している「代表

材料規格の基準単価作成方法について」を準用するものとする。 
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（参 考） 

材料単価を決定する流れを以下に示す。 

 

「建設物価」と「積算

資料」の両方の単価を

平均して採用する。 

 

条件※
 

 

※ 「条件」とは、１工事において調達価格（材料単価×使用数量）が1,000万円未満の場合、かつ１資材の材料単価が100万円未満であるか。 



Ⅰ－14－19 

4) 火薬類の積算 

ｱ）火薬庫等の設置 

火薬類の取扱いは、火薬類取締法及び同法施行規則等（以下「法」という）に定められて

おり、火薬庫等の設置については、１日の火薬類の消費見込み量により次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

※ ○印は 「法」 に基づき 設置が 必要  

（ 注 ） 火 薬 庫 に つ い ては 、 公 安 上 等 の 理 由 から 、 現 場 に 火 薬 庫 の 設置 が 困 難 に な っ

て き て お り 、 現 場 に 火 薬 庫 を 設 置 せ ず 最 寄 り の 火 薬 商 の 火 薬 庫 を 借 り 受 け る ケ

ー スが多 くなっ ている。  

ｲ) 火 薬品類 の流通 経路  

産 業火薬 の流通 経路は次 図のと おりで あるが、 大別す ると次 のとおり である 。  

・ 卸 商 か ら 大 手 特 定 需要 家 （ 自 己 の 火 薬 庫 を有 す る 石 炭 、 金 属 鉱 山及 び 石 灰 石 業 者

と ダ ム 、 ト ン ネ ル 等 の 工 事 を 責 任 施 工 す る 大 型 土 木 事 業 者 等 、 １ 度 に 大 量 に 購 入

す る需要 家）へ の販売を 行って いるも の。  

・ 卸 商 か ら 火 薬 商 を 経由 し て 需 要 家 （ 自 己 の火 薬 庫 を 有 し な い 中 小需 要 家 ） へ の 販

売 を行っ ている もの。）  

 

(流通経 路 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
１日の火薬類の消費見込量 

ａ≦25kg 25kg＜ａ≦250kg 250kg＜ａ 

火薬庫 

 法 11 条 
― ―   ○(注) 

取締所 

 （規則 52 条１項 

       11 項） 

― ○ ○ 

火工所 

 （規則 52 条  ２） 
○ ○ ○ 
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ｳ）火薬 庫類の 計上区分  

①  大規 模工事 －１工事 の火薬 使用量 が、 20t以上の 工事  

・ ２ 級火 薬庫 （火 薬 庫・ 火 工品 庫） 、取 扱所、 火 工所 の損 料を 計

上 する。  

②  小 規模工 事－１ 工事の火 薬使用 量が、 20ｔ未満 の工事  

・ 取扱所 及び火 工所を１ 日最大 使用量 により損 料を計 上する 。  

ｲ． １ 工 事 の 火 薬 使 用 量 が 100ｔ 以 上 と な る 工 事 、 ダ ム 工 事 等 に お い て 、 こ の

積 算によ ること が不適当 と判断 される 場合は別 途積算 する。  

ﾛ． 大 規 模 、 小 規 模 工 事 の 区 分 は 特 別 な 場 合 を 除 き １ 工 事 の 発 注 規 模 で 行 う

も の と し 、 設 計 変 更 で 火 薬 量 に 増 減 が 生 じ た 場 合 で も 原 則 と し て 区 分 変 更

は しない 。  

ｴ）火薬 晶類の 単価  

火 薬・火 工晶（ 電気雷管 等）の 単価設 定等は次 のとお りとす る。  

（ 超大口 単価）  

・ １工事 の火薬 使用量が 20ｔ以 上とな る場合で 、現地 着単価 を別に定 める。  

・ ２ 級 火 薬 庫 (火 薬 庫・ 火 工 品 庫 )、 取 扱 所、 火 工 所 の 営 繕 損 料 を営 繕 費 で 計 上 す る。  

な お 、 １ 工 事 の 火 薬 使 用 量 が 20ｔ 未 満 と な る 工 事 の 場 合 で 、 火 薬 庫 、 火 工 品

庫 を計上 する。 （現場に 設置で きる） 場合も同 じ扱い とする 。  

（ 大口単 価）  

・ １ 工 事 の 火 薬 使 用 量が ５ ｔ 以 上 ～ 20ｔ 未 満と な る 場 合 で 、 現 地 着単 価 を 別 に 定 め

る 。  

・ 取扱所 及び火 工所は１ 日の最 大使用 量により 、営繕 損料を 営繕費で 計上す る。  

な お 、 １ 工 事 の 火 薬 使 用 量 が 20ｔ 以 上 と な る 工 事 の 場 合 で 、 火 薬 庫 、 火 工 品 庫

を 計上し ない（ 現場に設 置でき ない） 場合も同 じ扱い とする 。  

（ 中口単 価）  

・ １ 工 事 の 火 薬 使 用 量が １ ｔ 以 上 ～ ５ ｔ 未 満と な る 場 合 で 、 現 地 着単 価 を 別 に 定 め

る 。  

・ 取扱所 及び火 工所は１ 日の最 大使用 量により 、営繕 損料を 営繕費で 計上す る。  

（ 小口単 価）  

・ １工事 の火薬 使用量が １ｔ未 満とな る場合で 、現地 着単価 を別に定 める。  

・ 取扱所 及び火 工所は１ 日の最 大使用 量により 、営繕 損料を 営繕費で 計上す る。  

(6) セ メント （バラ）  

「 工事規 模に着 目した価 格の採 用」か ら、次の とおり 行うも のとする 。  

１ 工事当 たり使 用量       1,000ｔ 以下の 場合    ［ 設定単 価］  

1,000ｔ を超え る場合  ［特別 調査］  

 「設定 単価」 は、「京 都市土 木積算 システム 設計単 価」を 指す。  

な お、１ 工事当 たり使用 量は、 ロス率 等を考慮 した使 用量と する。  

採 用に当 たって は、監理 検査課 と十分 協議する こと。  

 

 

 



Ⅰ－14－21 

４．工期の算定  

(1) 工期の算定については、４週８休（土日現場閉鎖）により算出するものとする。 

 (2) 土木工事の雨休率の決め方 

    雨休率(Ａ)＝Ａ'－１ 

  

   なお、α＝０の場合においては、 

 Ａ'＝ ３６５／(３６５－（１０４＋１７＋４９＋９－１７－１－４＋０）) 

＝ １．７６３・・・ ＝ １．８（小数１位止め、２位四捨五入）（α＝０の場合） 

        Ａ'＝雨休係数 

        Ｂ＝年間日数：３６５日 

        Ｃ＝土・日曜日の日数：３６５／７×２＝１０４日 

        Ｄ＝祝祭日数：「国民の祝日に関する法律」に定められた日数（１６日） 

        Ｅ＝降雨日数：過去５年間10㎜／日以上の降雨日数の平均日数（４６日） 

なお、塗装及び舗装等の工種で上記により難い場合は別途考慮でき

るものとする。 

                  10㎜/日以上の降雨日数（京都地方気象台調べ） 

令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 平均日数 

54 48 37 48 40 46 

        Ｆ＝猛暑日日数：過去５年間のうち８時から１７時までのWBGT値が31以上の時間を

足し合わせた平均日数（７日） 

Ｇ＝年末年始・夏季休暇の日数（９日） 

        Ｈ＝祝祭日、土曜日、日曜日、年末年始、夏季休暇、降雨日数と猛暑日日数が 

重複する日数（１９日） 

         ＝（Ｅ＋Ｆ）／Ｂ×（Ｃ＋Ｄ＋Ｇ） 

         ＝（４６＋７）／３６５×（１０４＋１６＋９）＝１９日 

        Ｉ＝土曜日閉庁日と祝祭日が重複する日数（０日） 

        Ｊ＝土曜日・日曜日・祝祭日と年末年始・夏季休暇が重複する日数（５日） 

        α＝各地区における特殊条件（例：積雪、低温度等）（個別で設定する日数） 

    上記の式にある年末年始・夏季休暇とは以下とする。 

           年末年始：１２／２９～１／３（６日間） 

      夏期休暇：８／１４～８／１６（３日間） 

 (3) 短期間工事（非出水期工事や積雪時工事等）や地域特性により年間通しの雨休率により難い場合は、別

途期間設定を行い、雨休率を算定するものとする。 

 (4) 全体工期の算定 

   全体工期＝純工期＋準備後片付期間＋その他（地元調整や工事抑制期間等による工事不可能期間等） 

   純 工 期    ＝基準工期×（１＋Ａ（雨休率）） 

 (5) 準備・後片付期間については、工事規模による準備後片付期間の表１より算定したうえで、

「工種区分による準備・後片付期間の設定表 表２」を最低期間とし、設定すること。 

  例）直接工事費400百万円のトンネル工事の場合 

   ・表1より、準備期間45日、後片付期間30日、計75日 

   ・表2より、準備期間80日、後片付期間20日、計100日 

    最終設定は、「準備期間80日、後片付期間30日、計110日」 

   ・記載のない工種区分についても、工事規模や地域の状況等に応じて適切に設定するものとする。

           Ｂ 

Ａ'＝                   （小数１位止め、２位四捨五入） 

   Ｂ－（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ－Ｈ－Ｉ－Ｊ＋α） 
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工事規模による準備後片付期間は次表を標準とする。     【表１】 

直接工事費 

（百万円） 

準備後片付期間（標準） 

総 日 数      E A準 備 日 数      E 後 片 付 日 数 

     ３０以下 

   ～１００〃 

   ～３００〃 

   ～５００〃 

    ５００超 

   ４５ 

   ５０ 

   ６５ 

   ７５ 

   ８５ 

   ２５ 

   ３０ 

   ３５ 

   ４５ 

   ５０ 

   ２０ 

   ２０ 

   ３０ 

   ３０ 

   ３５ 

     

工種区分による準備・後片付期間は次表を基準とする。   【表２】 

工種区分 準備期間 工種区分 準備期間 

河川工事 40日 共同溝等工事 80日 

河川・道路構造物工事 40日 トンネル工事 80日 

海岸工事 40日 砂防・地すべり等工事 30日 

道路改良工事 40日 道路維持工事※１ 50日 

鋼橋架設工事 90日 河川維持工事※１ 30日 

ＰＣ橋工事 70日 電線共同溝工事 90日 

橋梁保全工事 60日 ダム工事※２ 90日 

舗装工事（新設） 50日 その他 30日 

舗装工事（修繕） 60日   

     ※１ 通年維持工事は除く 

     ※２ ダム本体工事を含む工事に限る 

 

  ＜後片付け期間＞ 

   工種区分に大きな差が見受けられないことから２０日を最低日数とする。 

 

    注）上表の準備後片付期間は、設計変更及び協議期間等を考慮した標準的な工事の場合の期間を定めたものである。 

      よって、現場条件・使用する主要材料の納入期間等の諸条件によっては別途考慮できるものとする。 

 

 

 (6) 工期を設定する際には、現場条件及び地元状況を考慮し設定すること。 
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５．設計変更における材料、労務単価等の取扱いについて  

 

    設計変更が伴った場合の材料、労務単価等の取扱いについては、別に定めのない限り原則として

この取扱いによる。 

 

 (1) 一般的な取扱い 

  1) 新単価（材料労務単価、機械損料・賃料）は次に該当する場合に適用できるものとする。 

   ｲ) 新工種 

     設計変更に伴い元設計書に対応する工種等（レベル2）がないため種別（レベル3）又は細

別（レベル4）を新規に追加する場合である。 

   ﾛ) 追加工事 

     工事区間内で工事目的物を追加して施工する場合、工事区間外に延長して工事を追加する

場合等で、諸般の事情からやむを得ず追加工事として処理される工事である。 

2) 前項１)に該当しない現地の取合せ等の都合による数量増減の場合は旧単価とする。 

 (2) 新単価（材料労務単価、機械損料・賃料）の単価適用年月 

1) 新単価は変更契約時点（事前に変更契約を行う場合）又は指示時点（事前に指示した場合）

における積算単価とする。 

2) 指示時点単価の採用にあたっては「打合簿」で処理するものとし、指示時点とは、監督職員

が請負業者に書面で指示した時点とする。 

 (3) スライド適用工事 

    工事請負契約書第28条を適用された工事で設計変更を生じた場合の取扱いについては別の定

めがある場合を除き原則として（1）に準ずるものとする。 

 (4) この取扱いにより難い場合は、監理検査課と協議すること。 
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６．建設副産物の処分に係る費用の積算等について  

 建設副産物の処分（搬出）については、「工事設計図書作成マニュアル【特記仕様書編】」を

参考として、処分条件等について請負者へ明示し、「京都市建設リサイクルガイドライン」を手

引として、下記により積算するものとする。 

 なお、建設工事に伴って生じる建設副産物が、産業廃棄物である場合については、「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」（以下、「廃棄物処理法」という）（最終改正令和８年７月１日）、

「京都市産業廃棄物の不適正な処理の防止等に関する条例」（最終改正令和７年３月２７日）

の適用を受けることとなる。 

 (1) 建設発生土（土砂等） 

  1) 工事現場内での処理 

    建設発生土は、現場内で利用することに努めることとし、必要な費用を計上すること。 

    この場合は、特記仕様書（個別工事編）に条件を明記することとし、指定条件の変更が生

じた場合は、設計変更を行うものとする。 

    条件の変更により工事現場から搬出する場合は、「2) 他の工事現場への搬出」の扱いに

より処理するものとする。 

  2) 他の工事現場への搬出 

    工事現場内で処理できない建設発生土は、原則として５０kmの範囲内の他の建設現場へ搬

出することとし、必要な費用（運搬費等）を計上すること。 

    この場合、特記仕様書（個別工事編）に受入場所を指定の上、条件を明記することとし、

指定条件の変更が生じた場合は、設計変更を行うものとする。 

  3） 土壌調査費の計上 

    「京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例」（以下「条例」という）の規

定等により土壌調査が必要となる場合は、以下のとおり計上するものとする。ただし、受入

地が自ら調査（条例規則の別表に規定する環境基準２８項目の各調査と同等の内容のもの）

を実施する場合で、以下のとおり計上するときに比べて明らかに安価である場合は、この限

りではない。 

ア 条例施行規則の別表に規定する環境基準２８項目の各調査費用（溶出液作成料（前

処理費）を含む）については、「京都市土木積算システム設計単価」に登録する土壌

調査費（材料コード：Z301960010、単位：検体）の単価を管理費区分９（全ての間接

費の対象としない）で共通仮設費における技術管理費に計上すること。 

イ 試料採取及び試料持込に係る費用は、下表１～３のとおり計上すること。 

なお、試料採取及び試料持込の歩掛については、直接工事費に計上すること。 

   【表－１ 試料採取の歩掛】                                  1箇所当たり 

名 称 規 格 単位 数量 備考 

普通作業員  人 0.5  

諸雑費（率＋まるめ） 労務費の40% 式 1  

 ※「土壌調査に用いる試料の採取方法」に基づき１試料は５箇所採取を基本とする。 

【表－２ 試料持込の歩掛】                                    1試料当たり 

名 称 規 格 単位 数量 備考 

試料持込  km ◆ 機械経費及び労務費 

諸雑費（率＋まるめ） 
機械経費及び労務費の

9.7% 
式 1  

◆京都市役所を基地とし、現場ごとの距離を算出して小数点第１位まで入力すること。 
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    ＜表－３ 「試料持込」＞ 

      標準の単価 

名 称 規 格 単位 単価(円) 備考 

試料持込 
ライトバン1.5L 

損料、運転手、ガソリンを含む 
km 1,550 昼間施工 

 

 

 4) 受入地への搬出 

    工事現場から、５０kmの範囲内に受け入れが可能な他の建設工事がない場合は、受入地へ

搬出するものとし、必要な費用（運搬費等）を計上すること。 

    この場合、特記仕様書（個別工事編）に受入地を指定のうえ、条件を明記する。なお、受

入地の指定は原則、京都市公共物 GISに掲載している適用期間（注１）内の受入地から、受

入地候補を抽出し（５社以上）、総価検討方式（注２）により適切に計上し、最も安価とな

る施設を受入地として指定する。 

積算上の指定受入地へ搬出可能であれば、例え請負業者から別の受入地への搬出提案が 

あっても、指定受入地へ搬出することとする。 

積算上の指定受入地へ搬出できない場合は、積算上の２番目以降の受入地へ順次指定し、

変更設計（増額）を行う。なお、請負業者から２番目以降の受入地とは別の受入地（注３）

への搬出提案があれば、適正な受入地であることを確認のうえ、提案受入地へ搬出すること

とし、処分に係る費用が設計金額を下回る場合のみ設計変更（減額）を行う。 

 

（注１）  単価使用年月と施設情報の適用期間が合致すること 

（注２）  総価検討方式：工事現場からの運搬費、受入価格（見積価格）、土壌調査費 

（試料採取及び試料持込にかかる費用を含む）の合計金額を比較する検討方法 

（注３）  別の受入地とは、京都市公共物GISに掲載している適用期間（注１）内の他の 

受入地、又は盛土規制法許可及びストックヤード運営事業者登録制度に登録 

されている施設のことをいう。 

 

    建設発生土は、廃棄物に該当しないため廃棄物処理法の適用は受けないが、建設発生土と

廃棄物とが分離できない状態で存在する場合には、その全体が廃棄物として判断される場合

があるので、必要に応じて事前に環境政策局廃棄物指導課と協議すること。 

 

※ 京都市公共物GISに掲載している適用期間（注１）内の受入地：京都市土木積算システム設計単

価第５編に掲載している施設と同様 
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コブリス・プラス
(※１)

に登録・検索 
（200m3以上の搬出土量工事は登録必須） 

③【工事間流用】 

②【現場内利用】 
利用用途に応じて
土質改良する 

可能 
現場内で利用 

現場内で利用できない 

ない ない 

ある ある 京都市発注機関によ
る工事現場への工事
間流用 

現場内で利用可能か 

現場から 50km 以内に建
設発生土を利用する他現
場があるか（※２） 

利用する時期が一致
する京都市発注工事
があるか 

利用する時期が一致
する他機関発注工事
があるか 

府、市町村、国等に
よる工事現場への工
事間流用 

ある ない 

※２ 発生土の土質と利
用側の要求土質が一致す
ることが必要 

※１ 利用方法等については、「建設発生土工 
事間流用の手引き（京都市建設副産物対策協議会、 
平成 22年 4月）」を参照のこと。 

リサイクル原則化ルールの適用 

運搬費と受入価格のトータルコスト（注１）を比
較検討の結果、最も安い受入地（公共物ＧＩＳに
掲載している受入地（注２））を積算上指定する
（指定地処分） 

④【指定利用等】 工事間流用できない 

建設発生土が発生する工事 

発注後 

建設発生土の利用及び処分フロー 

積算上の２番目以降
の受入地へ順次指定
し搬入（設計変更） 

積算上の指定受入地へ搬出可能か 

積算上の指定
受入地へ搬出 

不可（注３） 

適正な受入地であるこ
とを確認のうえ、提案
受入地へ搬出（注４） 

請負業者から 
搬出提案なし 

 建設発生土の発生量は、工事の計画や設計に大きく影響されるため、建設発生土の発生量を抑制する
には、発生する土砂の性質を勘案しつつ、可能な限り切土と盛土のバランスが図られるよう計画し、設
計することを基本とする。 
 なお、建設発生土が大量に発生する河川改修やトンネル工事等については、計画や設計の段階におい
て、建設発生土の搬出先をあらかじめ検討するものとする。 

①【発生抑制】 

可能 

（注１）運搬費及び処分費（土壌調査が必要な場合はこれに
掛かる経費を含む）の合計額 

 
（注２）京都市が指定する建設発生土受入施設※（京都市公

共物ＧＩＳに掲載）  
    ※ 京都市が指定する建設発生土受入施設とは、 
      以下の①及び②を満たす施設である。 
     ① 盛土規制法許可等施設 
      ・盛土規制法の許可施設又は届出施設 
      ・災害の発生のおそれがないと認められるも

のとして政令で定める工事の施設 
     ②「ストックヤード運営事業者登録制度」に登録

の施設 
(注３）土質性状の違いにより指定受入施設の受入条件を満

たさない場合や搬出時期において指定受入施設の都
合で受入れ出来ない場合 

（注４）他の「京都市建設発生土受入施設」又は「①及び②
の施設」また、提案受入地での処分に掛かる費用が、
積算受入地での処分に掛かる費用を下回る場合は、
減額の設計変更を行うものとする。 

請負業者から 
別の受入地（注４） 
への搬出提案がある 

※3 原則、フローに従い指定利用等を実施するものとする
が、これにより難い時は、関係法令や条例等の条件を満
たしている施設を十分に確認したうえで搬出すること。 



Ⅰ－14－27 

 (2) Ａｓ塊及びＣｏ塊 

  1) 工事現場内での処理 

    Ｃｏ塊については、｢舗装再生便覧（令和６年度年版）｣等により、使用目的（場所）に適

合するように小割等を行うなど自ら利用に努めること。 

Ａｓ塊についても自ら利用に努めること。 

    これらの場合、特記仕様書（個別工事編）に条件を明記することとし、指定条件の変更が

生じた場合は、設計変更を行うものとする。 

  2) 他の工事現場への搬出 

    他の工事現場での利用は、原則、同一の請負業者が自ら利用として流用する場合に限る。 

他現場での使用は、工事請負業者自らが使用目的（場所）の品質・規格に適合する有価物

となるよう処理した場合を除き、個別指定制度や廃棄物処理法の手続きを要するので、必要

に応じて事前に環境政策局廃棄物指導課と協議すること。 

  3) 再資源化施設への搬出 

    Ａｓ塊及びＣｏ塊を処分する場合は、原則として再資源化施設へ搬出するものとする。 

Ａｓ塊及びＣｏ塊を工事現場から再資源化施設へ搬出する場合、当初設計においては、処

分費及び運搬費の合計額が最も小さくなる再資源化施設を選択し、当該施設への搬出に係る

処分費及び運搬費を計上するものとし、特記仕様書（個別工事編）に運搬距離等を明記する

ものとする。 

また、夜間施工の工事における取壊し殻等の処分について、事前に仮置場が確保できる

場合は夜間受入れ処分地への運搬費との経済比較により決定するものとするが、現場条件

等の把握が不十分な場合は、特記仕様書（個別工事編）に条件明示を行い設計変更で対応

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａｓ塊及びＣｏ塊の利用及び処分フロー） 

Ａｓ塊及びCo塊の発生 

同一現場で利用できる（注１） 他の工事現場で利用できる(注２) 

利 用（注３） 再資源化施設への搬出 

Yes 
Yes 

No 

No 

（注１） 同一現場内であっても、長期間（出水期をはさむ等）の仮置きが必要となる場合や、仮置き場所の

確保が困難な場合等、現場条件を考慮のうえ利用の適否を判断する。 

（注２） 他の工事現場で利用できる場合とは、請負業者が同一の場合で自ら利用として流用できる場合であ

って、請負業者が別々の場合は原則流用できない。 

（注３） 処理後の状態が有価物であるかどうか不明確な場合は、環境政策局廃棄物指導課と協議すること。 
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 (3) 建設発生木材 

  1) 工事現場内での処理 

    建設発生木材が発生する現場においては、チップ化するなど自ら利用に努めること。 

    この場合、特記仕様書（個別工事編）に条件を明記することとし、指定条件の変更が生じ

た場合は、設計変更を行うものとする。 

  2) 他の工事現場への搬出 

    他現場での使用は、工事請負業者自らが使用目的（場所）に適合する有価物となるよう処

理（チップ化等）した場合を除き、廃棄物指導課の手続きを要するので、必要に応じて事前

に環境政策局廃棄物指導課と協議すること。 

  3) 再資源化施設等への搬出 

建設発生木材を処分する場合は、原則としてチップ化等を行う再資源化施設へ搬出するも

のとし、やむを得ない場合に限り、焼却等の減溶化施設へ搬出する。 

    建設発生木材を工事現場から再資源化施設等へ搬出する場合、当初設計においては、処分

費及び運搬費の合計額が最も小さくなる再資源化施設等を選択し、当該施設への搬出に係る

処分費及び運搬費を計上するものとし、特記仕様書（個別工事編）に運搬距離等を明記する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建設発生木材の利用及び処分フロー） 

建設発生木材の発生(注１) 

同一現場で利用できる 他の工事現場で利用できる(注２) 

利 用 

再資源化施設への搬出 

Yes 
Yes 

No 

No 

（注１）  建設発生木材とは、建設工事に伴い発生する木くず等であり、工作物の新築に伴って発生する伐根

材、伐採材も含まれるものとする。ただし、取得補償を行った立木の幹部分については、原則として現

場発生品として取り扱う。なお、立木の取得補償を行った樹木について、育成場所の条件で用材として

の集材、搬出が困難な場合及び発生品保管場所の確保が困難な場合、枝葉、根部分に準じるものとす

る。 

（注２）  建設発生木材を他の工事現場へ流用する場合には、発生する工事箇所において有価物となるような

処理（チップ化等）を行い、搬出するものとする。なお、発生する工事箇所以外でしか有価物となるよ

うな処理ができない場合は、環境政策局廃棄物指導課に廃棄物処理法上の取扱いについて確認するこ

と。 

（注３）  再資源化施設への搬出に当たっては、以下の諸条件に留意し、運搬費及び受入価格を考慮したう

え、最も安価となる施設を選定する。 

①季節的な需要関係又は一時的な処理能力の問題により受け入れられない場合 

②受入を剪定枝葉、生木、根株等に限定しており、建設発生木材を受け入れない場合 

③特定の者との固定的な取引に特化しており、その他の者の建設発生木材を受け入れない場合 

 

 工事現場から50kmの範囲 

内に再資源化施設があり、かつ再

資源化施設への受入が可能な資材 

である。（注３） 

焼却施設への搬出 

Yes 

No 
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 (4) 建設汚泥 

  建設汚泥は、建設発生土等と同様に利用及び処分の方法を検討し、必要な費用を計上すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 建設汚泥の再生利用に当たっては、「建設汚泥再生利用の手引き」（平成２３年１０月 京都市建

設副産物対策協議会）を参考にすること。 

       なお、建設汚泥は廃棄物に該当する場合があることから、その取扱いには充分に注意し、事前に環

境政策局廃棄物指導課に確認すること。 

 

 (5) 一般廃棄物に該当する刈草及び剪定枝 

 一般廃棄物に該当する刈草及び剪定枝を処分する場合は、原則として再資源化施設へ搬出

するものとする。 

 維持管理作業に伴う刈草及び剪定枝（一般廃棄物）を工事現場から再資源化施設へ搬出す

る場合、当初設計においては、処分費及び運搬費の合計額が最も小さくなる再資源化施設を

選択し、当該施設への搬出に係る処分費及び運搬費を計上するものとし、特記仕様書（個別

工事編）に運搬距離等を明記するものとする。 

一般廃棄物に該当する刈草及び剪定枝が発生する現場においては、工事請負業者自らが使

用目的（場所）に適合する有価物となるよう処理した場合、工事現場内又は他工事現場に廃

棄物指導課の手続きを要するので、必要に応じて事前に環境政策局廃棄物指導課と協議する

こと。 

 

(6) その他の建設廃棄物 

    その他の建設廃棄物の処分は、廃棄物処理許可施設を指定処分地として特記仕様書（個別

工事編）に明記することとし、処分費等は実態に応じて別途考慮するものとする。 

 

 (7) 「処分費等」に係る共通仮設費等は、「土木工事標準積算基準書 第Ⅰ編第２章②の３現場

管理費(6)「処分費等」の取扱い」に従うものとする。 

建設汚泥の発生 

発生工事現場で利用できる 

工事間流用が可能である 工事間流用（注１） 

再資源化施設への搬出 

Yes 

Yes 

No 

No 

（建設汚泥の利用及び処分フロー） 

工事現場から 

50kmの範囲内に再資源化施設等

がある 

最終処分場への搬出 

Yes 

No 

現場内利用（注１） 
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